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1. 高等教育開発センターの目的と概要 

 

1.1 高等教育開発センターの目的 

 

 （１）観点ごとの分析 

 

１－１ センターの目的 

 

【観点に係る状況】 

 

佐賀大学高等教育開発センター（以下「センター」という）は、佐賀大学（以下「本学」という）の教育について調査・研究する

とともに、その成果を教育活動に適用し、本学の目的と使命を達成することを目的としている。また、センターの目的は、佐賀大学

高等教育開発センター規則に定め、センターのホームページ（http://www.saga-u.ac.jp/houmu/kisoku/center/kotokyoiku.pdf参照）

に掲載することによって公表している。 

 

資料1-1-1 

第２条 センターは、佐賀大学（以下「本学」という。）の大学教育について調査・研究す

るとともに、その成果を実際の教育活動に適用し、本学の目的と使命を達成することを

目的とする。 

（出典 佐賀大学高等教育開発センター規則） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

センターの目的を、ホームページに掲載することによって公表している。このことから、センターとして目的を明確に定め、周知

していると評価できる。 

 

1.2 高等教育開発センターの概要 

 

【観点に係る状況】 

 

センターの部門編成をさらに機能的なものにするため、引き続き組織再編を進め、企画開発部門、修学支援部門、教育支援部門の

3部門体制を、修学支援部門、教育支援部門、企画評価部門、教育開発部門の4部門体制に改め、以下の業務を担当した。 

 

 修学支援部門： 

 (1) 学生の修学を支援するシステムの調査研究に関すること。 

 (2) 学生の修学改善に関すること。 

 (3) 学生の修学指導方法の開発に関すること。 

 (4) その他大学教育に関する修学支援に必要な事項 
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教育支援部門： 

 (1) ファカルティ・ディベロップメント及びその成果を利用した教育支援に関すること。 

 (2) 授業評価及び教育方法についての調査，分析による教育方法の改善に関すること。   

(3) 教育評価法の開発と適用に関すること。 

 (4) その他大学教育に関する教育支援に必要な事項 

企画評価部門： 

 (1) 大学教育の改善に関する企画 

 (2) 大学の教育活動の評価に必要な調査 

 (3) その他センター長が指示する事項の企画及び調査 

教育開発部門： 

 (1) 教養教育その他全学の教育に関する教育システムの開発 

 (2) 教育資源の調査及び開発 

 (3) その他大学教育の開発に関する事項 

 

各部門の業務はセンター規則（資料編：規程集【ｐ.45】参照）をホームページに記載することによって周知した。また、大学教育

委員会及びセンター運営委員会の委員を対象として、引き続き点検・評価アンケート（巻末の資料編を参照）を実施し、センターの

活動が認識されているかどうかについて調査を行っている（資料A参照）。 

 

資料A 
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（出典 佐賀大学高等教育開発センター 自己点検評価アンケート） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

前年度に引き続き、センターの活動をホームページ及び大学教育年報（http://www.crdhe.saga-u.ac.jp/Publications.html参照）を

刊行し、配布することにより周知した。また、今年度からセンターの活動記録をホームページから閲覧可能にしている。資料 A を参

照する限り、センターの活動を「知っている」「やや知っている」とする回答の割合が大幅に増えていることから、センターの活動に

対する認識は前年度にくらべ、かなり高まったといえる。 

 

センターの活動をご存知ですか。 
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1.3 中期計画等実施状況 

 

【観点に係る状況】 

 

高等教育開発センターが主担当になっている年度計画の進捗状況に示されている通り、平成19年度も平成18年度に引き続き、大

学教育委員会と連携した活動を中心に行った。専任教員の数が 1 人減少したものの、平成 18 年度より 1 項目多い 7 項目の年度計画

を遂行し、大学教育の改善に資する活動に幅広く取り組んだ。（資料A参照）。 

 

資料A 
年度計画 

番号 
平成19 年度計画 進捗状況 

001-01 

①高等教育開発センターの企画開発部門を企画評価部門と
教育開発部門に分割し，本学の培ってきたe-learning教育
のコンテンツを充実させながら，各部門活動を推進する。

１）企画開発部門を企画評価部門と教育開発部門に分割した。 
２）企画評価部門は、大学教育委員会企画評価専門委員会と連携し、
評価のための「推奨様式」「共通様式」をＨＰに掲載し全教員がい
つでも取得可能なように整備するとともに、教員活動実績報告書の
編集作業に協力した。 
３）教育開発部門は、平成 19 年度に採択された社会人の学び直し
ニーズ対応教育推進プログラム「佐賀大学デジタルコンテンツ・ク
リエーター育成プログラム」に協力し、講師を分担した。 

001-02 

①高等教育開発センターはＧＰ推進委員会と連携して，学
内のＧＰシーズを育成し，ＧＰ申請を支援する。 

１）18 年度に経費支援した学内 GP シーズ等 15 件のうち、４件が平成
19 年度ＧＰとして文科省へ申請された。さらに、19 年度には既採択の
学内GPシーズ等育成を目的とした再審査を実施するとともに、新規を
含めた計 14 件の GP シーズ等プログラムを採択し、経費支援を行っ
た。 
２）競争的資金対策室と連携して平成 20 年度 GP 申請プログラムにつ
いて選定を進めた。大学教育委員会企画評価専門委員会と連携して、
文科省GPプログラムの代表者及びGPシーズ採択プログラムの代表
者を対象に、GP 支援体制のあり方を分析するための「文部科学省GP
事業の推進・支援に関するアンケート」を実施している。 

027-01 

①各学部等のアドミッション・ポリシーに基づいて多様な
入学者選抜を継続して実施し，入学者の追跡調査データ等
をもとに，それぞれの選抜方法の効果を検証する。 

２）学生支援室と連携し、「入学者の進路選択に関するアンケート」
「入試選抜方法別成績追跡調査」を行い報告書を作成した。また、
「入学者の進路選択に関するアンケート」の調査票を改訂し、調査
を実施している。 

029-01 

①多様な入学者選抜の成果を継続して検証し，その結果に
応じて受け入れ人数・割合等の見直しを図る。 

２）学生支援室と連携し、「入学者の進路選択に関するアンケート」
「入試選抜方法別成績追跡調査」を行い報告書を作成するととも
に、大学教育を通した知識・技能の習得の程度を入学者選抜方法別
に分析できるよう、卒業・修了予定者対象アンケートの調査票を改
訂し、実施している。 

038-01 
 

①大学教育委員会と高等教育開発センターは連携して，教
育改善のための企画・立案を推進し，全学的にＦＤを実施
する。 

１）授業改善システムを構築するための「成績分布調査」を行い報
告書を作成した。 
２）大学教育委員会と連携し，「ＬＭＳを利用した教育改善の取組
について」，「入学前教育、初年度教育におけるリメディアル教材の
利用について」，「大学連携eティーチングシステムTIES」をテーマ
とするＦＤ・ＳＤフォーラムを企画し，計3回実施した。 

062-01 

①個々の教員による教育改善を継続するとともに，高等教
育開発センターは引き続き学部等の教員へのインタビュー
を実施し，創造的教材，学習指導法を開発するための情報
を収集するとともに，Ｗeｂ上で情報を共有化する体制を整
備する。 

２）前年度に引き続き教員インタビューを継続し，５名分について
インタビューの内容をＨＰに掲載した。 
３）今年度から新たに２名の併任教員（理工学部1名，農学部１名）
を配置するとともに、募集により３名の協力教員（文化教育学部２
名，理工学部１名）を受入れた。さらに、e ラーニングを活用した
創造的教材、学習指導法の開発に携わる専任教員を選考し、平成20
年度からの配置を決めた。 

065-01 

①高等教育開発センターは，引き続きＦＤの企画を立案し，
大学教育委員会との連携により，ＦＤ活動を実施する。 

１）学生（３年生）対象アンケートを実施した。 
２）大学教育委員会と連携し，「ＬＭＳを利用した教育改善の取組
について」，「入学前教育、初年度教育におけるリメディアル教材の
利用について」，「大学連携eティーチングシステムTIES」をテーマ
とするＦＤ・ＳＤフォーラムを企画し，計3回実施した。 
３）教養教育運営機構と連携して、授業改善学生会議を授業の一部
に組み込んだ主題科目を、平成20年度から開講することを決めた。

（出典 平成19年度年度計画の進捗状況報告） 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 併任教員が多く、教員 1 人当たりの業務負担が大きいのに対し、業務の内容が多岐にわたっている点を考慮すれば、センターは概

ね精力的に活動し、中期目標および中期計画の達成に寄与していると評価できる。 
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2. 実施体制 

 

（１）観点ごとの分析 

 

２－１－① センターの構成が教育研究の目的を達成する上で適切か。 

 

【観点に係る状況】 

 

平成 19 年度から 4 部門体制となったセンターの各部門中、3 部門長が、大学教育委員会の企画評価専門委員会、教務専門委員会、

FD 専門委員会に委員として参加することにより、引き続き部門活動と大学教育委員会の専門委員会の活動が一体となるよう、連携

体制を維持した（資料A参照）。さらに、修学支援部門の併任教員及び教育支援部門長が継続して教務専門委員長、FD専門委員長の

任にあたるとともに、企画評価部門長が企画評価専門委員会の委員長に就任した。なお、教養教育運営機構には副センター長（修学

支援部門長）が協議会の構成員等として参加した（資料B参照）。 

 

資料A 

 

（出典 佐賀大学高等教育開発センターホームページから） 
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資料B 

                          （出典 平成19年度教養教育運営機構委員名簿の該当箇所） 
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資料C 

 

（出典 平成19年度大学教育委員会名簿の該当箇所） 

 
【分析結果とその根拠理由】 

 

センターの広範囲に及ぶ業務内容にくらべ、構成員の数が少なく、教育研究上の専門的知識・技能をセンターの活動に直接活用し

にくい部分があるのは否めない。ただし、大学教育委員会との連携体制が確実に強化され、部門活動に関係のある実績を有する教員

を併任教員として委嘱したことにより、センターの構成が抱える短所の少なからぬ部分は補完できているといえる。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

 

大学教育委員会の3つの専門委員会すべてとの連携を実現し、情報の交換効率を維持している点は評価できる。 

 

【改善を要する点】 

 

大学教育委員会との連携は中期計画に定められている事項であるが、現在の連携体制の強さは、センターの教員が大学教育委員会

の3つの専門委員会の委員長を務めている点にかかっている。平成20年度は、教務専門委員長及びFD専門委員長が協力教員として

センターの活動に参加する体制をとるなど、現在の連携体制の強さを支える構成を維持している。 
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3. 教員及び教育支援者 

 

（１）観点ごとの分析 

 

３－１－⑤ 大学の目的に応じて、教員組織の活動を活性化するための適切な処置が講じられているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

平成19年度は、文化教育学部から選出された2年任期の専任教員2名を、平成18年度に引き続き修学支援部門及び教育支援部門

の部門長として配置した。また、前年度から引き続き学長裁量の全学運用仮定定員枠により専任准教授1 名を、企画評価部門に1 名

ずつ配置するとともに、佐賀大学高等教育開発センター協力教員に関する内規により、修学支援部門に1 名、教育支援部門に1 名、

教育開発部門に 1 名の協力教員を、各部門長の推薦に基づき配置した。教育開発部門については、佐賀大学高等教育開発センター客

員研究員受入内規による特任教授を配置した。 

なお、平成19年度は女性教員及び外国人教員を置いていないが、教員の年齢構成が著しく偏らないよう配慮し、配置の平均年齢は、

約43歳となっている（資料A参照）。 

 

資料A 
 職位等 年 齢 

センター長  教授（併） 51歳 
副センター長  教授（併） 59歳 

部門長 教授（専） 59歳 
 教授（併） 50歳 修学支援部門 
 准教授（協） 52歳 
部門長 准教授（専） 45歳 
 准教授（併） 39歳 教育支援部門 
 教授（協） 46歳 
部門長 教授（併） 51歳 

企画評価部門  准教授（専） 36歳 
部門長 教授（併） 52歳 
 准教授（併） 45歳 
 特任教授 66歳 教育開発部門 

 教授（協） 61歳 

 

資料B 
佐賀大学高等教育開発センター協力教員に関する内規 

 

（平成１８年７月２５日制定） 

（趣旨） 

第１条 この内規は，佐賀大学高等教育開発センター（以下「センター」という。）における協力教員に関し，必要な事項

を定めるものとする。 

（協力教員） 

第２条 協力教員とは，センターの業務を推進するために，佐賀大学の専任教員のうちから，部門長の推薦に基づき，セ

ンター長が委嘱する教員をいう。 

（任期） 

第３条 協力教員の任期は，１年以内とし，再任を妨げない。 

（業務の内容） 

第４条 協力教員は，推薦した部門長の属する部門の活動に参加するものとする。 
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２ 協力教員は，センターの会議等に出席することができる。ただし，運営委員会については，委員以外の者の出席とし

て意見を求められた場合を除き，出席することができない。 

（雑則） 

第５条 この内規の実施に関し，必要な事項は，センター長が定める。 

 

附 則 

この内規は，平成１８年７月２５日から施行する。 

 

資料C 
佐賀大学高等教育開発センター客員研究員受入内規 

 

       （平成１８年４月１１日制定）

 （趣旨） 

１ この内規は，学術研究者（受入れについて別に定めのある学術研究者を除く。以下「客員研究員」という。）を佐賀大

学高等教育開発センター（以下「センター」という。）に受け入れる場合の取扱いについて定める。 

 （目的） 

２ この制度は，客員研究員をセンターに受け入れることで，センターの教育研究等の進展に寄与することを目的とする。

 （受入基準） 

３ 客員研究員として受け入れることのできる者は，センターの教員と協力してセンターの活動に特に大きな寄与が期待

できると認められる者とする。 

 （名称の付与） 

４ 客員研究員には，佐賀大学高等教育開発センター特任教授，同特任助教授又は特任研究員の名称を付与することがで

きる。 

 （受入期間） 

５ 客員研究員の受入期間は，１年以内とする。ただし，高等教育開発センター長（以下「センター長」という。）が特に

必要があると認めるときは，受入期間を延長することができる。この場合における期間延長の手続きは，第６項から第

７項までの規定を準用する。 

 （受入れの申出） 

６ 客員研究員を受け入れようとする部門の部門長は，客員研究員受入調書にセンターの業務と関連する活動の状況を示

す資料等を添えて，センター長に申し出なければならない。 

 (受入れの承認) 

７ 受入れの承認及び付与する名称の決定は，運営委員会の議に基づき，センター長が行う。 

 （受入れの承認の取消し） 

８ 客員研究員が佐賀大学（以下「本学」という。）の規則等に違反したとき又は本学の運営に重大な支障をもたらした

ときは，センター長は，客員研究員の受入れの承認を取り消すことができる。 

 （設備，施設等の使用） 

９ 客員研究員は，センター長が認める範囲において，施設，設備等を使用することができる。 

 （給与等の支給） 

１０ 客員研究員には，給与その他の費用を支給しない。 

 （学内規則等の準用） 

１１ 客員研究員には，センターの教員に適用される規則等を準用する。 

 （雑則） 

１２ この内規の実施に関し，必要な事項は，運営委員会の議を経て，センター長が別に定める。 

 

   附 則 

 この内規は，平成１８年４月１１日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

女性教員および外国人教員は配置していないが、センターの目的に応じて協力教員、特任教授を柔軟に配置することにより、セン

ターの活動を活性化させるための取り組みが行われている。 
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３－２－① 教員の採用基準や昇格基準等が明確かつ適切に定められ、適切に運用されているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

教員の採用・昇格は、佐賀大学高等教育開発センター教員選考規程に基づき、選考委員会の議を経て行っている。平成16年4月1

日採用の学長裁量の全学運用仮定定員枠の専任講師2名の採用及び平成19年4月1日の専任講師の准教授への昇格に際しては、公募

書類に研究活動の他、教育的活動、社会における活動、管理・運営に関する活動を調書に記載させるようにした（資料B及び別添資

料３－２－①－１参照）。また、文化教育学部から採用した2年任期の専任教員については、センター運営委員会の議を経て選考して

いる。 

なお、大学教育委員会及びセンター運営委員会の委員を対象として実施した「佐賀大学高等教育開発センター・自己点検評価アン

ケート」により、センターの教員構成が適切かどうかについて尋ねている（資料C及び資料編のアンケート参照）。 

 

資料A 
（教員選考の原則） 
第３条 教員の選考は、センターの理念・目標・将来構想に沿って行う。 

２ 教員の選考は、原則として、公募により行い、適任者が得られるように努力する。 
３ 教員の選考においては、社会人及び外国人の雇用について配慮する。 

（教員候補者の公募等） 

第４条 センター長は、教員を選考する必要があるときは、運営委員会の議を経て、学内外に教員候補

者を公募する。ただし、相応の理由がある場合は、運営委員会の議を経て、公募以外の方法により選考

することができる。 

（選考委員会の設置） 

第５条 前条の場合において、センター長は、運営委員会の議を経て、教員候補者選考委員会（以下「選

考委員会」という。）を設置する。 

（選考委員会の構成員） 

第６条 選考委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

第７条 選考委員会に委員長を置き、センター長をもって充てる。 

２ 委員長は、選考委員会を招集し、その議長となる。 

３ 委員長に事故あるときは、あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行する。 

（選考委員会の議事） 

第８条 選考委員会は、委員の３分の２以上の出席がなければ、議事を開き、議決をすることができな

い。 

２ 議事は、出席した委員の３分の２以上の賛成をもって決する。 

３ 選考委員会が必要と認めたときは、選考委員会に委員以外の者を出席させることができる。 

（暫定候補者の選定） 

第９条 選考委員会は、国立大学法人佐賀大学教員選考委員会（平１６年４月１日制定）に基づき、履

歴、研究業績、社会貢献、国際貢献、教育研究に対する今後の展望等を多面的に評価するとともに、面

接、模擬授業、講義録等により、教育の能力を具体的に評価し、調査選考の上、暫定候補者１人を決め、

運営委員会に報告する。 

                         （出典 佐賀大学高等教育開発センター教員選考規程） 
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資料B 
佐大教職 第１００５号 
平成１５年１２月１０日 

     関係機関の長 殿  
佐賀大学高等教育開発センター長 
         新 富 康 央 
            （公印省略） 

教員の公募について（依頼） 
 
 謹啓 時下ますます御清栄のこととお慶び申し上げます。 
 さて、このたび本学高等教育開発センターでは、下記の要領で教員を公募することになりました。 
つきましては、貴機関関係各位に御周知方よろしくお願い申し上げます。 

  
記 

１．所    属   佐賀大学高等教育開発センター 
２．専門分野     高等教育分野 
３．担当部門及び人員 教養教育部門及び教育支援・教育評価部門 各１名 
４．採用職名     助教授又は講師 
５．主たる業務   ・教養教育部門 

（１）教養教育に関する調査研究及び成果の公表 
          （２）教養教育科目の企画及び立案 
          （３）教養教育実施システム改善案の策定 
          （４）その他教養教育の改善に関する諸業務 
          （５）教養教育科目の講義担当 
          ・教育支援・教育評価部門 

（１）教育方法の調査及び分析 
          （２）ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の実施及びその 
             成果を利用した教育支援 
          （３）国内外の教育システムの調査研究と成果の利用 
          （４）教育評価法の開発と適用 
          （５）その他大学教育に関する教育支援・教育評価に関する諸業務 
          （６）教養教育科目の講義担当 
６．応募資格    （１）博士若しくは修士の学位を有する者又は専門分野において 

優れた業績若しくは能力を有すると認められる者 
          （２）大学改革に意欲を有する者 
          （３）原則として４５歳以下の者が望ましい 
７．提出書類    （１）履歴書（写真貼付、学歴は高等学校卒業以上を記入） 
          （２）最終学校の卒業証明書又は修了証明書 
          （３）健康診断書（国公立の病院又は保健所発行のもの。） 
          （４）研究業績一覧表 
             １）著書 ２）学術論文 
             ３）参考論文 
             ４）学会講演・口頭発表 
          （５）教育等業績 
             １）加入学会、学会役員 
             ２）教育的活動 
             ３）社会における活動 
             ４）管理・運営に関する活動（委員会活動を含む。） 
          （６）上記一覧表に記載された業績のうち主要なもの２０点 
             以内（別刷、コピー可） 
          （７）研究業績の概要（１，０００字程度） 
          （８）着任後の研究計画等に関して記述をしたもの（２，０００字程度） 
           なお、応募書類は返却しませんので、予め御了承ください。 
８．応募期限     平成１６年１月３０日（金） [必着] 
９．採用予定日    平成１６年４月１日（木）以降 
10．応募書類の提出先 〒840-8502 佐賀市本庄町１番地 
           佐賀大学高等教育開発センター長 宛  
           （封筒の表に「高等教育開発センター○○部門教員応募書類」 

と朱書きし、書留郵便にて郵送してください。） 
11．問い合わせ先   佐賀大学学務部教務課（担当：塩塚） 

電 話 0952-28-8402 ＦＡＸ 0952-28-8170 
            Ｅmail shiotsuk@cc.saga-u.ac.jp 
12．その他      （１）結果は本人に通知します。 
           （２）書類選考の後、最終選考対象者に対して面接等を実施する 
              予定です。(その際の旅費は、自己負担とします。) 

                               （出典 センター専任講師公募書類） 
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資料C 
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どちらでもない あまり思わない
そう思わない DK/NA

 

                    （出典 佐賀大学高等教育開発センター 自己点検評価アンケート） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

教員の採用・昇格等の基準は、佐賀大学高等教育開発センター教員選考規程により明確にされている。また、採用した後、センタ

ーの業務を円滑に遂行できるよう、研究業績の他、社会貢献、国際貢献、教育研究に対する展望等を多面的に評価していることから、

教員の採用・昇格等の基準及びその運用は概ね適切なものになっていると判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センターの教員構成は、適切だと思いますか。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

 

年齢の構成が特定の年齢層に偏っていないこと、併任教員を学部の偏りが殆どない形で配置できている点は評価できる。 

 

【改善を要する点】 

 

平成18年度と同様、学部から選考された専任教員は出身学部の授業担当を免れないなどの問題は、解決できていない。併任教員の

配置についても、選考された教員および選考された教員の出身学部に過大な負担を強いる点は、平成18年度と変わりがない。しかし

ながら、平20年度から特任教授2名を新たに配置し、協力教員の増員による負担の分散を図るとともに、すべての学部から併任教員

を配置している。 

 

（３）基準３の自己評価の概要 

 

センターの教員組織は、4 部門の活動を遂行するための適任者を、協力教員や特任教授として受け入れる体制が整備され、学部横

断的な形で編成されている。年齢構成については、特定の年齢層に偏らないよう教員配置に配慮している。また、教員の採用・昇格

は、研究業績以外に、教育的活動、社会における活動、管理・運営に関する活動を考慮するよう教員選考規程に定め、当該の規程に

従って実施している。 
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4. 学生支援等 

 

（１）観点ごとの分析 

 

４－１－② 学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されており、学習相談、助言が適切に行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

大学教育委員会との連携により、学部 3 年生を対象とした共通アンケートを継続して実施することにより、学習支援に関する活動

状況、取り組み状況等に対する学生の満足度を調査している。調査の結果は報告書にまとめ、大学教育委員会に報告し、学内の教職

員への周知を図っている（別添資料４－１－②参照）。 

また、センターの専任教員 3 名は、佐賀大学が定めるオフィスアワー開設要項に基づき、オフィスアワーを設定している（資料A

参照）。設定したオフィスアワーにより、定期的に学生からの学習相談に応じるとともに、オフィスアワー以外に面接や電子メールで

の助言を随時実施している（資料B参照）。 

 
資料A センター専任教員のオフィスアワー 

専任教員① 専任教員② 専任教員③ 

前期：毎週木曜日3，4校時  

後期：毎週木曜日3，4校時    

前期：毎週水曜日3校時 

後期：毎週水曜日3校時 

前期：毎週水曜日2,金曜日2校時 

後期：毎週水曜日2,金曜日2校時 

（出典 教員報告様式データ） 

資料B センター専任教員による学習相談 
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延
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（出典 教員報告様式データ） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

学生の学習支援に関する活動状況、取り組み状況に対する満足度をアンケートによって調査し、学生のニーズの充足状況を把握す

るとともに、センターの専任教員もオフィスアワーを設定して学生からの学習相談を受け付けている。このことから、学習支援に関

する学生のニーズが把握され、助言が行われていると判断できる。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

 

センター教員はオフィスアワーを設定して学生支援に寄与するとともに、学生のニーズの充足状況から学生のニーズを把握するた

めの全学的な調査に取り組んでいる。 

 

【改善を要する点】 

 

学生のニーズを効果的に汲み上げる修学支援体制は構築できていないが、e ラーニングスタジオと連携し、LMS（学習管理システ

ム）を活用したFD・SDフォーラムを開催するなど、学生の修学支援体制の整備に向けた取り組みを開始している。 
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5. 施設・設備 

 

５－１－① 大学において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施設・設備（例えば、校

地、運動場、体育館、講義室、研究室、実験・実習室、演習室、情報処理学習のための施設、語学学習のた

めの施設、図書館その他付属施設等が考えられる。）が整備され、有効に活用されているか。また、施設・設

備のバリアフリー化への配慮がなされているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

 センターは、センター長室、会議スペース、事務スペースに区分され（面積84㎡）、専任教員3名のうち1名については、採用時

（平成16年4月1日）に専用の研究室（面積24㎡）を整備している。また、平成17年度に退職した専任教員1名の教員研究室（面

積21㎡）は、センターの各部門の会議等を行うスペースとして活用した（資料Ａ参照）。 

 

資料A 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（出典 高等教育開発センター配置図）                  
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【分析結果とその根拠理由】 

 

 センターは、センター長室、会議スペース、事務スペースに区分されているが、それぞれ十分な広さが確保されており、また隣室

をセンターの各部門の活動等に使用するスペースとして、有効に活用している。 

 

 

５－１－③ 施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され、構成員に周知されているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

 センターでは、調査研究、FD活動を記録するのに必要なビデオカメラ類等の電子機器、データの解析に必要な統計パッケージ類の

他、プレゼンテーション用のプロジェクター、スクリーンを備えている（資料A参照）。また、プロジェクターなどの機器については、

センターの教員のみならず、貸出しの要望にも可能な限り応じており、全学委員会のWG等による会議にも使用している。ただし、施

設・設備の運用方針については、特に規定していない。 

 

資料A 

 

（出典 平成19年度高等教育開発センター保有設備リスト） 
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【分析結果とその根拠理由】 

 

 センターが実施する調査研究に必要な施設・設備等が十分に備えられ、有効に活用されているが、大学の教職員及び学生に開放す

ることを前提としていない。したがって、センターが保有する施設・設備の運用に関する規程はないものの、弾力的な運用で対応し

ている現状は概ね妥当と判断できる。 

 

 

５－２－① 図書館が整備され、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に収集、整理

されており、有効に活用されているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

 センターは、学外から寄贈された高等教育関係の雑誌、報告書、著書等を閲覧できるよう保管するとともに、リスト化したものを

ホームページに掲載し、要請に応じて貸出しを行っている（http://www.crdhe.saga-u.ac.jp/library_H19.htm参照）。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 学外から寄贈された高等教育関係の報告書等をセンター室で閲覧できるよう配架することにより、随時利用できるよう整備され、

センターの調査研究、資料作成等に有効に活用されている。 
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6. 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

 

（１）観点ごとの分析 

 

６－１－① 教育の状況について、活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積しているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

平成19年度は、大学教育委員会と連携して学内の教育活動の実態を示すデータや資料を収集するとともに、大学機関別認証評価の

基準及び観点に準拠した教育活動等調査報告書を作成した（別添資料６－１－①－１参照）。また、本学の教育活動の実態を把握する

ためのデータや資料を収集する一環として、在校生や卒業予定者を対象としたアンケート調査を実施し、調査の結果を報告書にまと

め、大学教育委員会に提出した（別添資料６－１－①－２参照）。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

在校生や卒業予定者を対象とした各種アンケート調査を継続して実施し、教育活動の実態を示すデータや資料を収集するとともに、

収集したデータや資料を教育活動等調査報告書にまとめ、蓄積している。引き続き、調査活動に精力的に取り組み、データや資料の

収集・蓄積に貢献したものとして評価できる。 

 

 

６－１－② 大学の構成員（教職員及び学生）の意見の聴取が行われており、教育の質の向上・改善に向けて具体的

かつ継続的に適切な形で活かされているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

平成19年度は平成18年度に引き続き、教育の質の向上・改善状況を調べるため、大学教育委員会と教育支援部門が連携して学生

（学部3年生、大学院修士課程（博士前期課程）、博士課程（博士後期課程）の2年生）を対象にアンケート調査を実施した。また、

大学教育委員会との連携により、本学における教育改革の取組の事業代表者を対象として、「文部科学省GP事業の推進・支援に関す

るアンケート」を実施した。その他、文部科学省GP事業による教育プログラムに参画した大学院学生から意見を聴取している。これ

らの調査結果については報告書にまとめ、いずれも大学教育委員会に提出している（別添資料４－１－②および別添資料６－１－②

－１参照）。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

さまざまな形で教職員や学生の意見を継続的に聴取し、大学教育委員会への報告を通して、教育の質の向上・改善に向けて活用し

ている。また、中期目標の達成状況報告書、前述の教育活動等調査報告書を中心に、教育の質の向上・改善状況の自己点検・評価に
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活用されている。 

６－１－③ 学外関係者の意見が、教育の質の向上、改善に向けて具体的かつ継続的に適切な形で活かされている

か。 

 

【観点に係る状況】 

 

平成18年度の自己点検・評価報告書について、学外者による検証を受け、「19年度高等教育開発センターの自己点検・評価に対する

意見ならびに要望事項」（資料A参照）に従い、信州大学全学教育機構への訪問調査（別添資料６－１－③－１参照）、佐賀大学FD・SD

フォーラムを通した他大学におけるeラーニングの活用状況の紹介（６－２－①【p.23】参照）、大学教育委員会との連携による教育

活動等調査報告書の作成などに取り組んだ（別添資料６－１－①－１参照）。 

 

       資料A 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

全学教育のあり方、他大学の教育組織、教育方法の状況の紹介及び検討を進め、教育活動等調査報告書の作成を通して、全学的な

視野から教育活動の点検・評価に従事している。また、「19 年度高等教育開発センターの自己点検・評価に対する意見ならびに要望

事項」に示された、センターに対する各部局の協力体制については、大学としての対策が必ずしも講じられているわけではないが、

「センターでの活動を学部で評価すること」などは、平成20年度以降、部局の個人評価の中で考慮されることになった。 
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６－２－① ファカルティ・ディベロップメントについて、学生や教職員のニーズが反映されており、組織として適切な方

法で実施されていれるか。 

 

【観点に係る状況】 

 

大学教育委員会との共催により、佐賀大学FD・SDフォーラム（以下、「フォーラム」という。）を企画し、平成19年度は ICTを

活用したLMS（学習管理システム）をテーマとして3回開催した。第1回フォーラム「佐賀大学におけるLMSを利用した教育改善の

取組について」では、本学のeラーニングの実践とコンテンツについて紹介がなされた。また、第2回フォーラム「入学前教育、初

年度教育におけるリメディアル教材の利用について」、続く第3 回フォーラム「大学連携e ティーチングシステムTIES」では、他大

学でのeラーニングの活用状況が報告された。フォーラムに対する満足度は概ね良好であり（資料A参照）、参加者数もやや増えてい

る（資料B参照）。 

 
資料A 
 

（出典 平成19年度 第3回（第12回）の佐賀大学FD・SDフォーラムアンケートの集計結果） 

資料B 
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フォーラムに参加してみて満足できた

当てはまらない どちらとも言えない

やや当てはまる 大体当てはまる

よく当てはまる

このフォーラムに参加して内容に関する関心が高まった

当てはまらない どちらとも言えない

やや当てはまる 大体当てはまる

よく当てはまる
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【分析結果とその根拠理由】 

 

 全学的な見地から、佐賀大学FD・SDフォーラムを3回（通算12回）開催し、ファカルティ・ディベロップメントの取組を継続し

ている。また、アンケートを実施することにより教職員の意見を聴取するとともに、良好な評価が得られている。さらに、FD・SDフ

ォーラムを契機として LMS（学習管理システム）を導入する授業科目が増えていることから、概ね適切な方法でファカルティ・ディ

ベロップメントを実施していると判断できる。 

 

 

６－２－② ファカルティ・ディベロップメントが、教育の質の向上や授業の改善に結びついているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

大学教育委員会との共催により佐賀大学FD・SD フォーラムを企画し、学内外におけるLMS（学習管理システム）の実践例を紹

介した結果、「TIES コミュニティの先生方と知り合いになることができ，今後の連携に向けたきっかけを作ることができた」、「自分

の講義で利用しているLMSの参考とし、学生に問題を出題した」など、教育の質の向上、授業の改善に結びついている（資料A参照）。

また、教育の質の向上や授業の改善に資するための資料として、習得してほしい知識・技能等、学習の方法、成績評価の方法、授業

改善の方法等の観点から、教員を対象としたインタビューを引き続き実施し、その記録をホームページ上に掲載した（資料B参照）。 

 

資料A 
 

佐賀大学FD・SD フォーラムの概要 成果 

「佐賀大学における LMS を利用した教育改善

の取組について」（穂屋下氏）の講演を聴取 

自分の講義で利用しているLMSの参考とし、学

生に問題を出題した。 

帝塚山大学における ICT を活用した「教員のた

めの e ティーチングシステム」TIES（タイズ）の

実践的な FD 効果について紹介がなされた。 

TIESコミュニティの先生方と知り合いになること

ができ，今後の連携に向けたきっかけを作るこ

とができた． 

大学連携e ティーチングシステム TIES につい

て 

TIES の取り組みと佐賀大学での活用の可能性

について把握できた 

手塚山大学の中嶋航一氏より、大学連携ｅティ

ーチングシステム・ＴＩＥＳの実践例が紹介され

た。 

ｅラーニングによるＦＤの可能性を探るための

情報が得られた。 

入学前教育、初年度教育におけるリメディアル

教材の利用について 

リメディアル教材の選定や活用方法の参考に

なった 

ＧＰシーズ報告講演会 教育に関する先進的な情報を収集できた。 

千葉科学技術大学におけるeラーニングによる

リメディアル教材（数学，物理，英語等）の利活

用法について紹介がなされた． 

e ラーニングを活用した学部リメディアル教育

の情報を収集できた． 

e-Learningを利用したリメディアル教育 授業科目技術文書作成にe-Learningを取り

入れた。 

「佐賀大学における LMS を利用した教育改善

の取組について」、講師:穗屋下茂氏 

授業方法の改善への参考となった。 

佐賀大学における LMS を利用した教育改善の

取組について 

LMS についての基本的知識を得た。 

 

（出典 平成19年度教員報告様式データより作成） 
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資料B 

（出典 高等教育開発センターHPhttp://www.crdhe.saga-u.ac.jp/interview.html） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

センターにおけるファカルティ・ディベロップメントの取組には、内容を定着させるための活動を展開していくことが求められる

が、取組から教育や授業を改善するための情報を得たとする教員の報告が散見していることから判断して、ファカルティ・ディベロ

ップメントが徐々に教育の質の向上や授業の改善に向けた取組に結びついてきている。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

 

全学的な自己点検評価に活用するための各種調査を実施し、教育活動の実態を示すデータや資料を収集・蓄積している。また、平

成16年度から始まった佐賀大学FD・SDフォーラム（通算12回）を継続して開催するとともに、その内容が教育の質の向上、授業

の改善に活かされている。 

 



 26

【改善を要する点】 

 

佐賀大学FD・SDフォーラムで扱ったテーマを、教育の質の向上、授業の改善に、より組織的な形で結びつける余地があるものの、

平成20年度から教育開発部門にICTを活用した教材開発を行う専任教員を配置することを決め、フォーラムにより周知したLMS（学

習管理システム）を学内で有効活用するための体制を整えている。 

 

（３）基準９の自己評価の概要 

 

平成19年度は、大学教育委員会と連携して在校生や卒業予定者を対象としたアンケート調査を実施し、学内の教育活動の実態を示

すデータや資料を収集するとともに、学外者による検証結果をふまえ、信州大学全学教育機構への訪問調査、FD・SDフォーラムを通

した他大学におけるeラーニングの活用状況の紹介、大学教育委員会との連携による教育活動等調査報告書の作成などの全学的な自己

点検評価のための活動に取り組んだ。 

また、大学教育委員会との共催により、ICT を活用したLMS（学習管理システム）をテーマとして、佐賀大学FD・SD フォーラ

ムを開催するとともに、教育の質の向上や授業の改善を図るための資料を提供するため、習得してほしい知識・技能等、学習の方法、

成績評価の方法、授業改善の方法等の観点から、教員を対象としたインタビューを引き続き実施し、その記録はホームページ上に掲

載している。 
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7. 管理運営  

 

（１）観点ごとの分析 

 

７－１－① 管理運営のための組織及び事務組織が、大学の目的の達成に向けて支援するという任務を果たす上で、

適切な規模と機能を持っているか。また、危機管理等に係る体制が整備されているか。 

 

【観点に係る状況】 
 
センターは学内共同教育研究施設として設置され、センター長（1名）と副センター長（1名）の下に、各部門の部門長（4名）及

び部門教員（専任=3名、併任=3名、特任教授=1名、協力教員=3名）を配置し、その管理運営に係る活動については、学務部教務課

から高等教育開発センター係の事務職員1名と事務補佐員1名を配置して支援する体制をとっている（別添資料７－１－①－１参照）。

また、佐賀大学高等教育開発センター規則の第9条第2項（http://www.crdhe.saga-u.ac.jp/staff.html参照）に、センターに運営委員

会を設置し、管理運営に係る事項を審議することを定めている（http://www.saga-u.ac.jp/houmu/kisoku/center/kotokyoiku.pdf参照）。 

さらに、センター発足当初に設置されていた教養教育部門、企画開発部門、教育支援・教育評価部門を強化し、平成 19 年度現在、

修学支援部門、教育支援発門、企画評価部門、教育開発部門の 4 部門体制により、センターの業務に連携・協力しながら従事してい

る（２－１－①資料A【6ｐ】参照）。大学教育委員会の各専門委員会には、平成18年度に引き続き各部門長が委員長または委員とし

て出席し（２－１－①資料 C【8ｐ】参照）、教養教育運営機構には修学支援部門長が協議会の構成員として出席している（２－１－

①資料B【7ｐ】参照）。 

なお、大学教育委員会との連携による各種調査については、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」、「国立大学

法人佐賀大学個人情報保護規則」及び「国立大学法人佐賀大学個人情報管理規程」に基づき実施している（別添資料７－１－①－２

及び７－１－①－３参照）。 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

センターの管理運営体制は、専任教員が少なく、併任教員が多いなど、教員の業務負担の問題が解消されたわけではないが、平成

18年度に引き続き、大学教育委員会との連携の強化を目指して整備され、必要な事務系職員を配置している。このことから、センタ

ーの管理運営組織は、規模と機能において適切な状態に近づいている。 

 

 

７－１－② 大学の目的を達成するために、学長のリーダーシップの下で、効果的な意思決定が行える組織形態とな

っているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

 センター長は、佐賀大学高等教育開発センター規則の第 5 条に定めるように、学長の指名により選考される

（http://www.saga-u.ac.jp/houmu/kisoku/center/kotokyoiku.pdf参照）。平成 19 年度からは、学内共同教育研究施設及び有明海総合

研究プロジェクトの長から教育研究評議会の評議員を選出することとなり、高等教育開発センターの長がこれに選出された（資料Ａ
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参照）。また、平成 18 年度に引き続き、センターの 3 部門長が大学教育委員会の企画評価専門委員会、教務専門委員会、FD 専門委

員会に委員長または委員として参加し、教育・学生担当理事を委員長とする大学教育委員会との連携強化を図っている。 

なお、センターの業務については、教員会議（http://www.crdhe.saga-u.ac.jp/Record%20of%20Activities.html参照）、センターの

管理運営の基本方針に関する事項、センターの人事に関する事項、その他センターの管理運営に関する重要事項は、センター運営委

員会において審議している（http://www.saga-u.ac.jp/houmu/kisoku/center/kotokyoiku.pdf参照）。 

 

資料Ａ 

 

（出典 佐賀大学教育研究評議会規則より抜粋） 

 

資料B 

（出典 平成19年度役職員名簿より抜粋） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

センターの意思決定に学長および教育・学生担当理事の意向を反映しやすい体制になっていることから、大学の目的を達成するた

めの効果的な意思決定が可能な組織体制になっていると評価できる。 

 

 

７－１－③ 大学の構成員（教職員及び学生）、その他学外関係者のニーズを把握し、適切な形で管理運営に反映され

ているか。 
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【観点に係る状況】 

 

 センターは学生定員がないため、管理運営に学生のニーズを反映させる取り組みは行っていないが、学外者検証から「19年度高等

教育開発センターの自己点検・評価に対する意見ならびに要望事項」を得るとともに、管理運営に反映させるよう努めている（６－

１－③【p.22】参照）。また、事務職員等については、佐賀大学 FD・SD フォーラムの参加者を対象として実施するアンケートによ

り、FDに関するニーズ等を聴取し（資料A参照）、教員のニーズについては「佐賀大学高等教育開発センター・自己点検評価アンケ

ート」にある「今後、センターにどのような役割を期待しますか」という質問に対する回答を得て（資料編のアンケート【p.65】参

照）、全学教育を検討するための調査（別添資料６－１－③－１参照）、佐賀大学FD・SDフォーラムを通した他大学におけるeラーニ

ングの活用状況の紹介（６－２－①【p.23】参照）、大学教育委員会との連携による教育活動等調査報告書の作成（別添資料６－１－

①－１参照）など、センターの管理運営に反映させている。 

 
資料A 
 

 

   （出典 平成19年度 第3回（第12回）の佐賀大学FD・SDフォーラムアンケートの集計結果） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 センターの活動に対する学生のニーズは把握していないが、教員や事務職員等、学外関係者のニーズについては、各種アンケート

や学者検証をふまえて聴取し、センターの構成や活動の強化を図っていることから、主な関係者のニーズについては概ね把握し、セ

ンターの管理運営に反映していると判断できる。 

 

 

 

 

回答者の所属（27名）

文教 経済

医 理工

農 共同研究施設

事務職員 理事
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７－１－⑤ 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、研修等、管理運営に関わ

る職員の資質の向上のための取組が組織的に行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

 センターでは、職員の専門性を向上させることを目的として、メーリングリストを活用して協力教員を含むセンターの構成員に研

修、セミナー等の開催情報を周知している（資料A参照）。この情報に基づき、センターの教員は、第5回SD フォーラム、平成19

年度全学FD徳島大学教育カンファレンス、第13回FDフォーラムなど、他機関が開催する研修、セミナー等に参加している（資料

B参照）。 

 

資料A 

 

                                 （出典 高等教育開発センター係からの案内メール） 
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資料B 
 

 

高等教育開発センター教職員 研修・セミナー等の受講状況 

出 張 期 間 用 務 先 用   務 

10/13～10/14 キャンパスプラザ京都 第5 回SD フォーラム参加 

10/16～10/18 日本科学未来館（東京都） メディア教育開発センター国際シンポジウム

2007 参加 

1/22～1/24 徳島大学・香川大学 平成 19 年度全学 FD 徳島大学教育カンファレ

ンス参加及び FD に関する情報収集 

1/25～1/27 京都大学 国際シンポジウム 大学における外国語教育

の二つの挑戦 

2/9～2/10 パシフィコ横浜 平成 19 年度大学教育改革プログラム合同フォ

ーラム参加 

3/7～3/9 京都教育大学・立命館大学 FD活動の取り組みに関する情報収集・第13回

FD フォーラム参加 

3/21 東京大学 大学教育力の国際比較に関する国際ワークシ

ョップ参加  

                                      （出典 管理運営職員の研修受講状況一覧） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 協力教員を含めたセンターの構成員に対し、センターの業務に関わる研修、セミナー等への参加を促すなど、教職員の資質を向上

させる取組が組織的に実施されていると判断できる。 

 

 

７－２－① 管理運営に関する方針が明確に定められ、その方針に基づき、学内の諸規程が整備されるとともに、管

理運営に関わる委員や役員の専攻、採用に関する規程や方針、及び各構成員の責務と権限が文書として

明確に示されているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

管理運営の方針については、佐賀大学高等教育開発センター運営委員会を設置し、管理運営の基本方針に関する審議を行うことを、

佐賀大学高等教育開発センター規則に明記している（http://www.saga-u.ac.jp/houmu/kisoku/center/kotokyoiku.pdf参照）。センター

長の選出については同規則第5条に定め、運営委員の選出については同規則第10条に定めている。副センター長の選出及び教員の選

考については、佐賀大学高等教育開発センター副センター長選考規程、佐賀大学高等教育開発センター教員選考規程に定めている

（http://www.crdhe.saga-u.ac.jp/rules.html参照）。その他、内規として佐賀大学高等教育開発センター教員会議に関する内規、佐賀

大学高等教育開発センター客員研究員受入内規、佐賀大学高等教育開発センター協力教員に関する内規を定めている（資料編：規程

集【ｐ.57】参照）。 
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【分析結果とその根拠理由】 

 

センターの設置及び組織再編に伴い、管理運営に関わる諸規程等を文書として明確に示している。 

 

 

７－３－① 大学の活動の総合的な状況について、根拠となる資料やデータ等に基づいて、自己点検・評価が行われ

ており、その結果が大学内及び社会に対して広く公開されているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

 本学が策定する年度計画の進捗状況を報告すると共に、年度計画毎に担当理事から達成度の評価を受けている

（http://www.saga-u.ac.jp/hyoka/gakugai/zentaitaisei.pdf及びhttp://www.saga-u.ac.jp/hyoka/gakugai/nendotaisei.pdf参照）。また、

個人評価を目的として本学が平成 17 年に制定した、「国立大学法人佐賀大学大学評価の実施に関する規則」

（http://www.saga-u.ac.jp/hyoka/gakugai/hyoujitsushi.htm）に準拠して、「佐賀大学高等教育開発センターにおける教員の個人評価

に関する実施基準」を制定し、専任教員の諸活動の点検・評価を実施している（資料 A 参照）。センター長は、専任教員が提出した

点検・評価結果に対し、コメントをフィードバックしている。 

 なお、センターの教員個人評価の集計結果および部局等評価の結果については、佐賀大学のホームページ上で公開・周知している

（http://www.saga-u.ac.jp/hyoka/gakugai/hyouka.htm参照）。 

 

資料A 
 
佐賀大学高等教育開発センターにおける教員の個人評価に関する実施基準 

（平成１８年１２月４日制定）
（趣旨） 

第1 この実施基準は，国立大学法人佐賀大学における教員の個人評価に関する実施基準（平成18年7月21日制定。以下
「個人評価実施基準」という。）第３に基づき，佐賀大学高等教育開発センター（以下「センター」という。）における
教員の個人評価の実施基準に関し，必要な事項を定める。 
（評価体制等） 

第２ センターの個人評価は，センター長及び副センター長が行う。 
２ センターが行う個人評価の対象は，センターに所属する教授，助教授及び講師とする。 

（点検・評価項目及び評価基準等） 
第３ 点検・評価は，①教育，②研究，③国際交流・社会貢献，④組織運営及び⑤センターの業務の各領域ごとに，個人の
活動実績及び改善に向けた取組について行う。 

２ 各領域の点検・評価項目及び評価基準は，第４第２号に定める活動実績報告書によるものとする。 
３ 各教員は，各教員の個性を生かす評価を行うため，自己の職種，職務，能力，関心等を勘案して各評価領域における達
成目標を予め設定して申告する。 

４ 達成目標の設定は，別に定める「高等教育開発センターにおける個人達成目標及び活動の重み配分の指針」に基づき行
う。 
（評価の実施方法） 

第４ 個人評価の実施は，個人評価実施基準によるもののほか，次の各号により実施する。 
(1) 各教員は，毎年６月末までに個人目標申告書（別紙様式１）を作成し，センター長に提出する。 
(2) 各教員は，毎年４月末までに前年度の活動実績報告書・自己点検評価書（別紙様式２）を作成し，センター長に提
出する。 

(3) センター長及び副センター長は，各教員の個人目標申告書，活動実績報告書・自己点検評価書に基づいて，本学及
びセンターの目標達成に向けた活動という観点から審査し，これらを基に評価を行う。審査に当たり，センター長及び
副センター長は，審査の公正性を確保するため，必要に応じ，他の職員から意見を求めることができる。 

(4) 領域ごとの評価及び総合評価は，記述式により行う。 
(5) センター長は，教員が提出した活動実績報告書・自己点検評価書を基に評価結果を記入した個人評価結果（別紙様
式３）を当該教員に封書で通知する。 

(6) 教員は，個人評価の結果に対して異議がある場合は，通知後３週間以内に異議申立書（様式任意）をセンター長に
提出することができる。その場合，センター長及び副センター長において当該教員からの意見を聴取する機会を設ける。

(7) センター長及び副センター長は，異議申立書を提出した教員から意見を聴取の上，必要と認められるときは，再審
査・評価を行う。再審査に際し，センター長及び副センター長は，先行する審査に際して意見を求めた職員以外に，更
に必要と認められる者から意見を求めなければならない。 
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(8) 再審査・評価の結果は，センター長から当該教員に通知するものとする。 
(9) センター長は，個人評価結果の集計と総合的分析を行い，結果を学長に報告する。 
（評価結果の活用） 

第５ 評価結果の活用については，国立大学法人佐賀大学大学評価の実施に関する規則（平成１７年３月１日制定）による
もののほか，次の各号によるものとする。 
(1) 教員は，自己の活動状況を点検・評価し，自己の活動改善の資料とする。 
(2) センター長及び副センター長は，教員の活動状況を取りまとめ，評価し，センターの活動改善の資料とする。 
(3) センター長は，必要に応じ各教員に対し，活動の改善について適切な指導及び助言を行うことができる。 
（評価結果の公表等） 

第６ 個人評価結果は，本人以外には開示しない。 
２ センター長及び副センター長は，必要に応じ個人評価に関する資料を閲覧することができる。 
３ センター長及び副センター長は，正当な理由なく，職務上知り得た非公開の個人情報を漏らし 
  てはならない。 
 

附 則 
１ この実施基準は，平成１８年１２月４日から施行し，平成１８年４月１日から適用する。 
２ 佐賀大学高等教育開発センターにおける教員の個人評価に関する実施基準（試行）（平成１７年１２月２６日制定）は，
廃止する。 

 

（出典 佐賀大学高等教育開発センターにおける教員の個人評価に関する実施基準） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

センターは、本学の大学評価体制に則って自己点検・評価を実施し、大学ホームページ上でその結果を公開・周知している。教員

個人評価の集計結果については、平成19 年9 月30 日現在、平成18 年度実施分までをホームページ上で公開・周知しているが、平

成19年度についても同様に実施している。また、平成19年度からは、全学的に統一された教員報告様式により、根拠となる資料や

データを収集することになり、これを用いて個人評価を行うことになっている。こうしたことから、センターの活動について、根拠

となる資料やデータ等に基づく自己点検・評価が行われており、その結果が広く公開されていると評価できる。 

 

 

７－３－② 自己点検・評価の結果について、外部者（当該大学の教職員以外の者）による検証が実施されているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

「佐賀大学高等教育開発センターにおける教員の個人評価に関する実施基準」第3条第2項に基づき、評価手法、評価基準及び評

価の妥当性に関して、学外関係者（九州共立大学学長へ依頼）による検証を、平成18年度に引き続き行っている。また、学外者検証

の結果に基づき、学外関係者から「19 年度高等教育開発センターの自己点検・評価に対する意見ならびに要望事項」の提出を受け、

要望事項への対応を行っている（６－１－③資料A【p.22】参照）。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 また、学外関係による検証を継続するとともに、学外関係者からの要望事項への対応を図っていることから判断して、センターに

おける外部者による検証は良好に機能している。 
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７－３－③ 評価結果がフィードバックされ、管理運営の改善のための取組が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

 センターの教員個人評価の結果については、７－３－①で述べたように、個別にフィードバックしている。また、教員個人評価

の集計結果及び部局等評価の結果については、ホームページ上で公開することを通して、センターの構成員にフィードバックしてい

る（http://www.saga-u.ac.jp/hyoka/gakugai/H16koutou.pdf及び（http://www.saga-u.ac.jp/hyoka/gakugai/H1617bukyoku.htm参照）。

管理運営の改善の取組としては、６－１－③で述べたように、信州大学全学教育機構への訪問調査（別添資料６－１－③－１参照）、

佐賀大学FD・SDフォーラムを通した他大学におけるeラーニングの活用状況の紹介（６－２－①【p.23】参照）、大学教育委員会との

連携による教育活動等調査報告書の作成などを実行した（別添資料６－１－①－１参照）。 

 
【分析結果とその根拠理由】 

 

 各種の評価結果をフィードバックする体制により、などの取組が実行されるようになっていることから、評価結果に基づく管理運

営の改善のための取組が行われていると判断できる。 
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8. 研究活動 

 

8.1. 大学の目的に照らして，研究活動を実施するために必要な体制が適切に整備され，機能している

こと。 

 

８－１－１： 研究の実施体制及び支援・推進体制が適切に整備され、機能しているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

 センターは研究に特化した組織ではないため、組織的に研究の実施体制を整備しているわけではなく、専任教員を 3 名しか配置し

ていないが、学務部教務課に高等教育開発センター係を置き、高等教育開発センターに配置された事務職員1名及び事務補佐員1名

が、専任教員の研究活動を支援している。また、研究活動の成果に関する情報については、その一部をセンターが発行する『大学教

育年報』に掲載し、広く頒布している（http://www.crdhe.saga-u.ac.jp/Publications.html参照）。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 センターが研究に特化した組織でなく、小規模なセンターであることを考慮すれば、事務職員及び事務補佐員を 1 名ずつ配置して

いる現状は、研究の実施・支援・推進機能が整備され、機能していると評価できる。 

 

 

８－１－２： 研究活動に関する施策が適切に定められ、実施されているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

佐賀大学高等教育開発センター規則第2条に、「センターは、佐賀大学（以下、「本学」という。）の大学教育について調査・研究す

るとともに、その成果を実際の教育活動に適用し、本学の目的と使命を達成することを目的とする」と定め、修学支援部門、教育支

援部門、企画評価部門、教育開発部門の業務として調査研究に係る項目を設け、調査・研究に取り組んでいる

（http://www.saga-u.ac.jp/houmu/kisoku/center/kotokyoiku.pdf参照）。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 研究活動に関する目的が文書化され、実施されているが、必ずしも十分ではない。しかしながら、専任教員の専門領域がセンター

の業務と必ずしも対応していないこと等を考慮し、平成20年度からは、センターの業務と専門とする研究領域が近い専任教員を、教

育開発部門に配置している。 

 

 

８－１－３： 研究活動の質の向上のために研究活動の状況を検証し、問題点等を改善するためのシステムが適切に

整備され、機能しているか。 
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【観点に係る状況】 

 

 個人評価を目的として本学が平成 17 年に制定した、「国立大学法人佐賀大学大学評価の実施に関する規則」

（http://www.saga-u.ac.jp/hyoka/gakugai/hyoujitsushi.htm）に準拠して、「佐賀大学高等教育開発センターにおける教員の個人評価

に関する実施基準」を作成し、専任教員の研究活動の点検・評価を実施している（７－３－①の資料A参照）。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 センターの専任教員による研究活動の状況を個人評価によって把握し、次年度の研究活動の改善を図る仕組みが構築されているこ

とから、研究活動の検証と問題点の改善のためのシステムが整備され、機能している。 

 

 

8.2. 大学の目的に照らして，研究活動が活発に行われており，研究の成果が上がっていること。 

 

８－２－１： 研究活動の実施状況から判断して、研究活動が活発に行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

センターの専任教員は、研究出版物の発行、学会・シンポジウム等における研究成果の公表、他大学・研究機関との共同研究に従

事している。平成19年度のセンターの専任教員による研究活動の実施状況を示すと、原著論文8件、資料・解説・論説・研究報告・

総合雑誌の論文 7 件、一般講演（学会講演を含む）7 件、他大学・研究機関との共同研究 4 件となる。また、科学研究費補助金の申

請については2件行っている。（研究活動実績票別紙様式①－甲及び研究活動実績票別紙様式①－乙参照）。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 研究活動の内容とセンターの業務との接点をもう少し確保する余地はあるが、研究活動の内容とセンターの業務との接点が強化さ

れ、研究活動それ自体については概ね活発に行われていると判断できる。なお、平成20年度から教育開発部門にセンターの業務との

関わりが深い専任教員を配置し、研究活動の内容の改善を図っている。 

 

 

８－２－２： 研究活動の成果の質を示す実績から判断して、研究の質が確保されているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

センターの専任教員による主な研究活動の成果の質を示す実績としては、平成19年度については受託研究の受入や科学研究費補助

金の採択、招待講演、基調講演の依頼はなかった（研究活動実績票別紙様式②参照）。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 受託研究の受入、科学研究費補助金の採択などの実績はないが、平成19年度に申請した平成20年度の科学研究費補助金に採択さ



 37

れていることから、センターの専任教員による研究活動の成果には一定の質が確保されていると判断できる。 

 

 

８－２－３： 社会・経済・文化の領域における研究成果の活用状況や関連組織・団体からの評価等から見て、社会・

経済・文化の発展に資する研究が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

 

センターの専任教員は、研究活動やその成果が佐賀市教育委員会から評価を受け、目指す子ども像達成状況調査委員会の委員に委

嘱され、研究成果を還元している（研究活動実績票別紙様式③参照）。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 佐賀市教育委員会から委員を委嘱されていることから、センターの専任教員による研究活動の成果が社会・経済・文化の領域にお

いて活用され、その発展に資するものになっていると判断できる。 

 

 

（２）目的の達成状況の判断 

 

 センターが研究に特化した組織ではないにもかかわらず、センターの専任教員は一定の研究活動の成果をあげている。こうしたこ

とから、センターの専任教員による研究活動の状況を総合的に評価して、「目的の達成状況が良好である」の段階にあると判断できる。 

 

 

（３）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

 

 学務部教務課に高等教育開発センター係を設置し、事務職員1名及び事務補佐員1名をセンターに配置している現状は、センター

が小規模な組織であることを考慮すれば、研究活動を支援・推進する体制を十分に整えている。こうした支援体制の成果として、セ

ンターの専任教員は、原著論文、資料・解説・論説・研究報告・総合雑誌の論文の執筆、一般講演（学会講演を含む）、他大学・研究

機関との共同研究など、一定の質が確保された研究活動に取組んでいる。 

また、「佐賀大学高等教育開発センターにおける教員の個人評価に関する実施基準」により、専任教員の研究活動を点検・評価して

いる点は、センターの研究活動の状況を把握し、問題点を改善する機会が設けられているものとして評価できる。 

 

【改善を要する点】 

 

センターの専任教員の研究活動とセンターの業務ができるだけ一致するよう改善を図る余地がある。ただし、平成 20 年度からは、

教育開発部門にセンターの業務との接点が大きい研究活動に従事している専任教員を配置し、改善が図られている。 
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（４）選択的評価基準Ａの自己評価の概要 

 

 センターは研究に特化した組織ではないが、佐賀大学高等教育開発センター規則に、修学支援部門、教育支援部門、企画評価部門、

教育開発部門の業務として、調査・研究に関る事項を定め、センターの目的に対応した研究活動の活性化を促している。また、専任

教員が3 名程度にすぎない小規模センターながら、学務部教務課の高等教育開発センター係の事務職員1名及び事務補佐員1名を配

置し、専任教員の研究活動を支援するなど、十分な支援機能を果たしている。なお、研究活動の実績については、本学が制定する「国

立大学法人佐賀大学大学評価の実施に関する規則」に準拠して、点検・評価を実施している。 

こうした体制下で、センターの専任教員の研究実施状況は、原著論文8 件、資料・解説・論説・研究報告・総合雑誌の論文7 件、

一般講演（学会講演を含む）7件、他大学・研究機関との共同研究4件となっている。科学研究費補助金の申請についても、2件行っ

ている。 

一方、センターの業務と研究活動の内容が必ずしも整合していなかったが、教育開発部門にセンターの業務との接点の大きい専任

教員を選考するなど、センターの業務に見合った研究活動の活性化に向けて改善に取組んでいる。 
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9. 部門別活動等 

 

9－1 修学支援部門活動報告 

 

【観点に係る状況】 

 

修学支援部門は、部門長が副センター長を兼任し、大学教育委員会の教務専門委員長が併任教員として部門の活動に加わり、以下

のような取組を行った。(1)企画評価部門と連携し、学生支援室高大連携推進部門が行う「入学者の進路選択に関するアンケート」の

実施に協力するとともに、報告書を作成し、学生支援室に提出した。(2)教育支援部門と連携し、大学教育委員会と高等教育開発セン

ターが共催する佐賀大学 FD・SD フォーラムの運営に取組み、「ＬＭＳを利用した教育改善の取組について」、「入学前教育、初年度

教育におけるリメディアル教材の利用について」、「大学連携 e ティーチングシステム TIES」をテーマとしてフォーラムを企画、開

催した。(3)大学教育委員会教務専門委員会と連携し、シラバスの説明文及び GPA 制度の説明文を、それぞれ学生用と教員用を作成

するとともに、教務システムLive Campusに掲載した。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 修学部門の活動は、主として大学教育委員会と連携して取組まれ、大学教育委員会の要望を汲みながら活動する体制となっている

点で評価できる。 

 

 

9－2 教育支援部門活動報告 

 

【観点に係る状況】 

 

教育支援部門は、部門長が大学教育委員会の FD 専門委員長を兼任し、主として大学教育委員会と連携して以下のような取組を行

った。(1)学部3年生及び修士・博士前期課程の2年生、博士後期課程の2年生を対象として、学生対象アンケートを実施し、その結

果を報告書にまとめ、大学教育委員会に提出した。(2)修学支援部門との連携により、「ＬＭＳを利用した教育改善の取組について」、

「入学前教育、初年度教育におけるリメディアル教材の利用について」、「大学連携 e ティーチングシステム TIES」をテーマとする

佐賀大学FD・SDフォーラムを企画、実施した。(3)平成18年度に引き続き、教員を対象としたインタビュー調査を継続し、５名分

についてインタビューの内容をＨＰに追加した。(4)成績分布調査、入試選抜方法別成績追跡調査を行い、報告書にまとめ、大学教育

委員会に提出した。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

教育支援部門は、大学教育委員会のFD専門委員会と連携し、各種調査、企画を実施していることから、積極的に活動していると評

価できる。 
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9－3 企画評価部門活動報告 

 

【観点に係る状況】 

 

企画評価部門は、部門長が大学教育委員会の企画評価専門委員長を兼任し、主として大学教育委員会と連携して以下のような取組

を行った。(1)既採択の学内GP シーズ等育成を目的とした再審査を実施するとともに、新規を含めた計 14 件のGP シーズ等プログ

ラムの事前審査を行った。(2)競争的資金対策室と連携し、平成 20 年度 GP 申請プログラムの選定作業に取組むとともに、大学教育

委員会企画評価専門委員会との連携により、文科省GP プログラムの代表者及びGP シーズ採択プログラムの代表者を対象として、

GP 支援体制のあり方を分析するための「文部科学省 GP 事業の推進・支援に関するアンケート」を実施し、報告書を大学教育員会

に提出した。(3)大学教育委員会企画評価専門委員会と連携し、教員活動実績報告書の編集作業に取組んだ。(4)修学支援部門と連携し、

学生支援室高大連携推進部門が行う「入学者の進路選択に関するアンケート」、大学教育委員会企画評価専門委員会と連携して実施す

る共通アンケート（卒業・修了予定者対象アンケート）の調査票の改訂及び報告書の作成を行った。(4)教養教育運営機構と連携し、

授業改善学生会議を授業に組み込んだ主題科目を、平成20年度から開講する準備に取組んだ。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 平成19年度から企画開発部門を、企画評価部門と教育開発部門に分割し、教育支援部門から企画評価部門に専任教員1名を異動さ

せ、各種活動に取組んでいることから、企画評価部門の活動の充実が図られている。 

 

 

9－4 教育開発部門活動報告 

 

【観点に係る状況】 

 

教育開発部門は、主として以下のような取組を行った。(1)平成 19 年度に採択された社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログ

ラム「佐賀大学デジタルコンテンツ・クリエーター育成プログラム」の推進に引き続き協力し、講師を分担した。(2)ICTを活用した

創造的教材、学習指導法の開発に携わる専任教員を選考し、平成 20 年度からの配置を決めた。(3)大学コンソーシアム佐賀における

ICT 活用の仕組みについて調査・研究を進め、文部科学省の戦略的大学連携支援事業の総合的連携型（地元型）に「知の拠点として

地域をリードする大学間教育ネットワーク推進事業」を申請し、採択された。 

 平成19年度は、アジアのハリウッド構想の一貫として佐賀県から配分されたデジタル産業育成のための受託研究費を映像関連講座

経費とデジタル表現技術者養成プログラムの準備にあてた。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 

 ICT を活用した創造的教材、学習指導法の開発に向けた調査・研究を進め、その成果を文部科学省の戦略的大学連携支援事業に申

請するプログラムとしてまとめ、採択されていることから判断して、教育開発部門は活動の充実に努めていると判断できる。デジタ

ル表現技術者養成プログラムは、今年度のGP事業として佐賀大学から提出され、現在文部科学省のヒヤリングが終わったところであ

る。 
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資料１ 高等教育開発センター 規程集 

 

佐賀大学高等教育開発センター規則（平成 16 年 4 月 1 日制定） 
佐賀大学高等教育開発センター規則（平成 18 年 1 月20 日改正） 
佐賀大学高等教育開発センター規則（平成 19 年 12 月 21 日改正） 
佐賀大学高等教育開発センター教員候補者選考内規（平成 17 年 3 月 18 日廃止） 
佐賀大学高等教育開発センター副センター長選考規程 
佐賀大学高等教育開発センター教員選考規程 
佐賀大学高等教育開発センター教員会議に関する内規 
佐賀大学高等教育開発センター協力教員に関する内規 
佐賀大学高等教育開発センター客員研究員受入内規 
佐賀大学高等教育開発センター大学教育年報編集委員会要項（平成19年5月10日制定） 
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佐賀大学高等教育開発センター規則 

（平成１６年４月１日制定） 

（趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人佐賀大学規則（平成１６年4月1日制定）第２２条第２項の規定に基づき，

佐賀大学高等教育開発センター（以下「センター」という。）の組織及び運営に関し，必要な事項を定めるもの

とする。 

（目的） 

第２条 センターは，佐賀大学（以下「本学」という。）の大学教育について調査・研究するとともに，その成果

を実際の教育活動に適用し，本学の目的と使命を達成することを目的とする。 

 （部門及び業務） 

第３条 センターに，前条に掲げる目的を達成するため，教養教育部門，企画開発部門及び教育支援・教育評価

部門を置く。 

２ 教養教育部門は，次に掲げる業務を行う。 

 (1) 教養教育に関する調査研究及び成果の公表に関すること。 

 (2) 教養教育科目の企画及び立案に関すること。 

 (3) 教養教育実施システム改善案の策定に関すること。 

 (4) その他教養教育の改善に必要な事項 

３ 企画開発部門は，次に掲げる業務を行う。 

 (1) 教育資源に関する調査研究及び利用形態の開発に関すること。 

 (2) 参加型，創造型及び地域文化資源利用型等の教育システムの開発に関すること。 

 (3) その他大学教育に関する企画開発に必要な事項 

４ 教育支援・教育評価部門は，次に掲げる業務を行う。 

 (1) 教育方法の調査及び分析に関すること。 

 (2) ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の実施及びその成果を利用した教育支援に関すること。 

 (3) 国内外の教育システムの調査研究と成果の利用に関すること。 

 (4) 教育評価法の開発と適用に関すること。 

 (5) その他大学教育に関する教育支援・教育評価に必要な事項 

 （職員） 

第４条 センターに，次に掲げる職員を置く。 

 (1) センター長 

 (2) 副センター長 

 (3) 部門長 

(4) 専任の教員 

 (5) その他必要な職員 

 （センター長） 

第５条 センター長は，本学の教授のうちから学長が選考する。 

２ センター長は，センターの業務を掌理する。 

３ センター長の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

４ センター長に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（副センター長） 
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第６条 副センター長は，本学の教員のうちから選考する。 

２ 副センター長は，センター長を助け，センターの業務を整理する。 

３ 副センター長の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

４ 副センター長に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （部門長） 

第７条 部門長は，センターの教員のうちから選考する。 

２ 部門長は，部門の業務を掌理する。 

３ 部門長の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

４ 部門長に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （副センター長等の選考） 

第８条 副センター長，部門長及び教員の選考は，次条に定める運営委員会の議を経て，学長が行う。 

 （運営委員会） 

第９条 センターに，佐賀大学高等教育開発センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）を置く。 

２ 運営委員会は，次の各号に掲げる事項を審議する。 

 (1) センターの管理運営の基本方針に関する事項 

 (2) センターの人事に関する事項 

  (3) その他センターの管理運営に関する重要事項 

 （組織） 

第１０条 運営委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

 (1) センター長及び副センター長 

 (2) センターの専任の教員 

 (3) 各学部及び教養教育運営機構から選出された教員 各２人 

２ 前項第３号の委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

３ 第１項第３号に掲げる委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （委員長） 

第１１条 運営委員会に委員長を置き，センター長をもって充てる。 

２ 委員長は，運営委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは，副センター長がその職務を代行する。 

 （議事） 

第１２条 運営委員会は，委員の過半数が出席しなければ，議事を開き，議決することができない。 

２ 運営委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，委員長の決するところによ

る。ただし，教員の人事に関する事項及び特に重要な事項については，出席した委員の３分の２以上の賛成を

必要とする。 

 （専門委員会） 

第１３条 運営委員会は，専門的事項を審議するために，必要に応じて専門委員会を置くことができる。 

 （意見の聴取） 

第１４条 運営委員会は，必要に応じて，委員以外の者の出席を求め，その意見を聴くことができる。 

 （事務） 

第１５条 センター及び運営委員会の事務は，学務部教務課において処理する。 

 （雑則） 
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第１６条 この規則に定めるもののほか，運営委員会の議事の手続その他その運営に関し，必要な事項は，運営

委員会が別に定める。 

  

   附 則 

１ この規則は，平成１６年４月１日から施行する。 

２ この規則施行後，最初に任命されるセンター長及び副センター長の選考は，国立大学法人佐賀大学の初代部

局長等の選考に関する規則（平成１６年１月１６日制定）に基づき選出された候補者を第５条及び第８条の規

定により選考されたものとみなし，学長が行うものとする。 
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佐賀大学高等教育開発センター規則（注：平成18 年 1 月20 日改正分） 

（平成１６年４月１日制定） 

（趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人佐賀大学規則（平成１６年4月1日制定）第２２条第２項の規定に基づき，

佐賀大学高等教育開発センター（以下「センター」という。）の組織及び運営に関し，必要な事項を定めるもの

とする。 

（目的） 

第２条 センターは，佐賀大学（以下「本学」という。）の大学教育について調査・研究するとともに，その成果

を実際の教育活動に適用し，本学の目的と使命を達成することを目的とする。 

 （部門及び業務） 

第３条 センターに，前条に掲げる目的を達成するため，企画開発部門，修学支援部門及び教育支援部門を置く。 

２ 企画開発部門は，次に掲げる業務を行う。 

 (1) 教養教育等の大学教育に関する調査研究及び成果の公表に関すること。 

 (2) 教育資源に関する調査研究及び利用形態の開発に関すること。 

 (3) 参加型，創造型及び地域文化資源利用型等の教育システムの支援と改善に関すること。 

 (4) その他大学教育に関する企画開発に必要な事項 

３ 修学支援部門は，次に掲げる業務を行う。 

 (1) 学生の修学を支援するシステムの調査研究に関すること。 

 (2) 学生の修学改善に関すること。 

 (3) 学生の修学指導方法の開発に関すること。 

 (4) その他大学教育に関する修学支援に必要な事項 

４ 教育支援部門は，次に掲げる業務を行う。 

 (1) ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）に関する研修会等の全学的な実施及びその成果を利用した教

育支援に関すること。 

 (2) 授業評価及び教育方法についての調査，分析による教育方法の改善に関すること。 

 (3) 教育評価法の開発と適用に関すること。 

 (4) その他大学教育に関する教育支援に必要な事項 

 （職員） 

第４条 センターに，次に掲げる職員を置く。 

 (1) センター長 

 (2) 副センター長 

 (3) 部門長 

 (4) 専任の教員 

 (5) その他必要な職員 

２ 前項各号に掲げる職員のほか，センターに，併任の教員を置くことができる。 

３ 併任の教員の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

 （センター長） 

第５条 センター長は，本学の教授のうちから学長が選考する。 

２ センター長は，センターの業務を掌理する。 

３ センター長の任期は，２年とし，再任を妨げない。 
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４ センター長に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（副センター長） 

第６条 副センター長は，本学の教員のうちから選考する。 

２ 副センター長は，センター長を助け，センターの業務を整理する。 

３ 副センター長の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

４ 副センター長に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （部門長） 

第７条 部門長は，センターの教員のうちから選考する。 

２ 部門長は，部門の業務を掌理する。 

３ 部門長の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

４ 部門長に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （副センター長等の選考） 

第８条 副センター長，部門長及び教員の選考は，次条に定める運営委員会の議を経て，学長が行う。 

 （運営委員会） 

第９条 センターに，佐賀大学高等教育開発センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）を置く。 

２ 運営委員会は，次の各号に掲げる事項を審議する。 

 (1) センターの管理運営の基本方針に関する事項 

 (2) センターの人事に関する事項 

  (3) その他センターの管理運営に関する重要事項 

第１０条 運営委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

 (1) センター長及び副センター長 

 (2) センターの教員 

 (3) 各学部及び教養教育運営機構から選出された教員 各２人 

２ 前項第３号の委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

３ 第１項第３号に掲げる委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

第１１条 運営委員会に委員長を置き，センター長をもって充てる。 

２ 委員長は，運営委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは，副センター長がその職務を代行する。 

第１２条 運営委員会は，委員の過半数が出席しなければ，議事を開き，議決することができない。 

２ 運営委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，委員長の決するところによ

る。ただし，教員の人事に関する事項及び特に重要な事項については，出席した委員の３分の２以上の賛成を

必要とする。 

 （専門委員会） 

第１３条 運営委員会は，専門的事項を審議するために，必要に応じて専門委員会を置くことができる。 

 （意見の聴取） 

第１４条 運営委員会は，必要に応じて，委員以外の者の出席を求め，その意見を聴くことができる。 

 （事務） 

第１５条 センター及び運営委員会の事務は，学務部教務課において処理する。 

 （雑則） 

第１６条 この規則に定めるもののほか，運営委員会の議事の手続その他その運営に関し，必要な事項は，運営
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委員会が別に定める。 

  

   附 則 

１ この規則は，平成１６年４月１日から施行する。 

２ この規則施行後，最初に任命されるセンター長及び副センター長の選考は，国立大学法人佐賀大学の初代部

局長等の選考に関する規則（平成１６年１月１６日制定）に基づき選出された候補者を第５条及び第８条の規

定により選考されたものとみなし，学長が行うものとする。 

 

  附 則（平成１８年１月２０日改正） 

 この規則は，平成１８年４月１日から施行する。 
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   佐賀大学高等教育開発センター規則（注：平成19 年12 月21 日改正分）  

（平成１６年４月１日制定） 

（趣旨） 

第１条 この規則は，国立大学法人佐賀大学規則（平成１６年４月１日制定）第２２条第２項の規定に基づき，

佐賀大学高等教育開発センター（以下「センター」という。）の組織及び運営に関し，必要な事項を定めるもの

とする。 

（目的） 

第２条 センターは，佐賀大学（以下「本学」という。）の大学教育について調査・研究するとともに，その成

果を実際の教育活動に適用し，本学の目的と使命を達成することを目的とする。 

 （部門及び業務） 

第３条 センターに，前条に掲げる目的を達成するため，修学支援部門，教育支援部門，企画評価部門及び教育

開発部門を置く。 

２ 修学支援部門は，次に掲げる業務を行う。 

 (1) 学生の修学を支援するシステムの調査研究に関すること。 

 (2) 学生の修学改善に関すること。 

 (3) 学生の修学指導方法の開発に関すること。 

 (4) その他大学教育に関する修学支援に必要な事項 

３ 教育支援部門は，次に掲げる業務を行う。 

 (1) ファカルティ・ディベロップメント及びその成果を利用した教育支援に関すること。 

 (2) 授業評価及び教育方法についての調査，分析による教育方法の改善に関すること。   

(3) 教育評価法の開発と適用に関すること。 

 (4) その他大学教育に関する教育支援に必要な事項 

４ 企画評価部門は，次に掲げる業務を行う。 

 (1) 大学教育の改善に関する企画 

 (2) 大学の教育活動の評価に必要な調査 

 (3) その他センター長が指示する事項の企画及び調査 

５ 教育開発部門は，次に掲げる業務を行う。 

 (1) 教養教育その他全学の教育に関わる教育システムの開発 

 (2) 教育資源の調査及び開発 

 (3) その他大学教育の開発に関する事項 

 （職員） 

第４条 センターに，次に掲げる職員を置く。 

 (1) センター長 

 (2) 副センター長 

 (3) 部門長 

 (4) 専任の教員 

 (5) その他必要な職員 

２ 前項各号に掲げる職員のほか，センターに，併任の教員を置くことができる。 

３ 併任の教員の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

 （センター長） 
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第５条 センター長は，本学の教授のうちから学長が選考する。 

２ センター長は，センターの業務を掌理する。 

３ センター長の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

４ センター長に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

（副センター長） 

第６条 副センター長は，本学の教員のうちから選考する。 

２ 副センター長は，センター長を助け，センターの業務を整理する。 

３ 副センター長の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

４ 副センター長に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （部門長） 

第７条 部門長は，センターの教員のうちから選考する。 

２ 部門長は，部門の業務を掌理する。 

３ 部門長の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

４ 部門長に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （副センター長等の選考） 

第８条 副センター長，部門長及び教員の選考は，次条に定める運営委員会の議を経て，学長が行う。 

 （運営委員会） 

第９条 センターに，佐賀大学高等教育開発センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）を置く。 

２ 運営委員会は，次の各号に掲げる事項を審議する。 

 (1) センターの管理運営の基本方針に関する事項 

 (2) センターの人事に関する事項 

  (3) その他センターの管理運営に関する重要事項 

第１０条 運営委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

 (1) センター長及び副センター長 

 (2) センターの教員 

 (3) 各学部及び教養教育運営機構から選出された教員 各２人 

２ 前項第３号の委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

３ 第１項第３号に掲げる委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

第１１条 運営委員会に委員長を置き，センター長をもって充てる。 

２ 委員長は，運営委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは，副センター長がその職務を代行する。 

第１２条 運営委員会は，委員の過半数が出席しなければ，議事を開き，議決することができない。 

２ 運営委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，委員長の決するところによ

る。ただし，教員の人事に関する事項及び特に重要な事項については，出席した委員の３分の２以上の賛成を

必要とする。 

 （専門委員会） 

第１３条 運営委員会は，専門的事項を審議するために，必要に応じて専門委員会を置くことができる。 

 （意見の聴取） 

第１４条 運営委員会は，必要に応じて，委員以外の者の出席を求め，その意見を聴くことができる。 

 （事務） 
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第１５条 センター及び運営委員会の事務は，学務部教務課において処理する。 

 （雑則） 

第１６条 この規則に定めるもののほか，運営委員会の議事の手続その他その運営に関し，必要な事項は，運営

委員会が別に定める。 

  

   附 則 

１ この規則は，平成１６年４月１日から施行する。 

２ この規則施行後，最初に任命されるセンター長及び副センター長の選考は，国立大学法人佐賀大学の初代部

局長等の選考に関する規則（平成１６年１月１６日制定）に基づき選出された候補者を第５条及び第８条の規

定により選考されたものとみなし，学長が行うものとする。 

   附 則（平成１８年１月２０日改正） 

 この規則は，平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１９年４月２０日改正） 

１．この規則は，平成１９年５月１日から施行する。 

２．この規則施行後最初に選出される第３条第４項及び第５項の部門の部門長の任期は， 第７条第３項の規定

にかかわらず，平成２０年３月３１日までとする。 

   附 則（平成１９年１２月２１日改正） 

 この規則は，平成２０年４月１日から施行する。 
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佐賀大学高等教育開発センター教員候補者選考内規 

（平成１６年４月１日制定） 

 （趣旨） 

第１条 佐賀大学高等教育開発センターにおける副センター長及び専任教員候補者の選 考は，この内規の定め

るところによる。 

 （副センター長の選考） 

第２条 佐賀大学高等教育開発センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）は， 次の各号のいずれかに

該当する場合に，副センター長候補者を選考する。 

 (1) 副センター長の任期が満了するとき。 

 (2) 副センター長が辞任を申し出たとき。 

 (3) 副センター長が欠員となったとき。 

２ 副センター長候補者の選考は，前項第１号に該当する場合は，任期満了の日の１月前までに行い，同項第２

号又は第３号に該当する場合は，その事由が生じたときから原則として１月以内に行う。 

３ 運営委員会は，副センター長候補者を選考する必要が生じたときは，センター長に 

 適任者の推薦を依頼する。 

４ 運営委員会は，前項により推薦された者の中から副センター長候補者を選考する。 

５ 選考は，運営委員会出席者の単記無記名投票により，副センター長候補者としての適否を決定し，選考する。 

 （専任教員の選考） 

第３条 運営委員会は，専任教員候補者を選考する必要が生じたときは，教員候補者選考委員会（以下「選考委

員会」という。）を設置するものとする。 

２ 専任教員の募集は，原則として公募とする。 

 （選考委員会） 

第４条 選考委員会は，次の各号に定める者をもって組織する。 

 (1) センター長 

 (2) 各学部及び教養教育運営機構から選出された運営委員会委員から各１人 

２ 選考委員会に委員長を置き，センター長をもって充てる。 

３ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が指名した者がその職務を代行する。 

第５条 委員長は，選考委員会を招集し，その議長となる。 

第６条 選考委員会は，佐賀大学教員選考基準（平成１５年１０月１日制定）に基づき，応募者について調査選

考の上，暫定候補者を定め運営委員会に報告するものとする。 

 （運営委員会の議決） 

第７条 運営委員会は，前条の報告を受けたときは，単記無記名投票により，教員候補者 としての適否を決定

し，選考する。 

 （再公募） 

第８条 前条の方法により教員候補者を得られない場合，運営委員会は，改めて教員候補者を公募するものとす

る。 

 （学長への報告） 

第９条 センター長は，運営委員会において決定した教員候補者について，選考経過を付して学長に報告するも

のとする。 
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 （内規の改正） 

第１０条 この内規の改正は，運営委員会が行う。 

 （雑則） 

第１１条 この内規に定めるもののほか，高等教育開発センターにおける教員候補者の選考に関し，必要な事項

は，運営委員会が定める。 

 

   附 則 

 この内規は，平成１６年４月１日から施行する。   
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  佐賀大学高等教育開発センター副センター長選考規程 

（平成１７年３月１８日制定） 

 （趣旨） 

第１条 この規程は，国立大学法人佐賀大学規則（平成１６年４月１日制定）第３３条第３項及び佐賀大学高等

教育開発センター規則（平成１６年４月１日制定）第８条の規定に基づき，佐賀大学高等教育開発センター（以

下「センター」という。）における副センター長の選考に関し，必要な事項を定めるものとする。 

 （選考） 

第２条 副センター長の選考は，佐賀大学高等教育開発センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）の議

に基づき，学長が行う。 

 （副センター長候補者の選定） 

第３条 運営委員会は，次の各号のいずれかに該当する場合に，副センター長候補者を選定する。 

(1) (1)   副センター長の任期が満了するとき。 

(2) (2)   副センター長が辞任を申し出たとき。 

(3) (3)   副センター長が欠員となったとき。 

２ 副センター長候補者の選定は，前項第１号に該当する場合は，任期満了の日の１月前までに行い，同項第２

号又は第３号に該当する場合は，その事由が生じたときから原則として１月以内に行う。 

３ 運営委員会は，副センター長候補者を選定する必要が生じたときは，センター長に適任者の推薦を依頼する。 

４ 運営委員会は，前項により推薦された者のうちから副センター長候補者を選定する。 

５ 選定は，副センター長候補者としての適否を運営委員会出席者の単記無記名投票により行い，決定する。 

 （選考経過の報告） 

第４条 センター長は，運営委員会において副センター長候補者を選定したときは，速やかに学長に報告しなけ

ればならない。 

 （雑則） 

第５条 この規程に定めるもののほか，副センター長の選考に関し，疑義が生じたときは，運営委員会が処理す

る。 

  
附 則 

 この規程は，平成１７年３月１８日から施行する。 
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佐賀大学高等教育開発センター教員選考規程 

（平成１７年３月１８日制定） 

 （趣旨） 

第１条 この規程は，国立大学法人佐賀大学教員人事の方針（平成１６年４月１日制定）１の（４）及び佐賀大

学高等教育開発センター規則（平成１６年４月１日制定）第８条の規定に基づき，佐賀大学高等教育開発セン

ター（以下「センター」という。）における教員の採用及び昇任(以下「選考」という。)に関し，必要な事項

を定めるものとする。 

 （教員の選考） 

第２条 教員の選考は，佐賀大学高等教育開発センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）の議に基づき，

学長が行う。 

 （教員選考の原則） 

第３条 教員の選考は，センターの理念・目標・将来構想に沿って行う。 

２ 教員の選考は，原則として，公募により行い，適任者が得られるように努力する。 

３ 教員の選考においては，社会人及び外国人の雇用について配慮する。 

（教員候補者の公募等） 

第４条 センター長は，教員を選考する必要があるときは，運営委員会の議を経て，学内外に教員候補者を公募

する。ただし，相応の理由がある場合は，運営委員会の議を経て，公募以外の方法により選考することができ

る。 

 （選考委員会の設置） 

第５条 前条の場合において，センター長は，運営委員会の議を経て，教員候補者選考委員会（以下「選考委員

会」という。）を設置する。 

 （選考委員会の構成員） 

第６条 選考委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

 (1) センター長 

 (2) 各学部及び教養教育運営機構から選出された運営委員会委員 各１人 

 (3) センター専任の教員 若干人 

 （選考委員会委員長） 

第７条 選考委員会に委員長を置き，センター長をもって充てる。 

２ 委員長は，選考委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行する。 

 （選考委員会の議事） 

第８条 選考委員会は，委員の３分の２以上の出席がなければ，議事を開き，議決をすることができない。 

２ 議事は，出席した委員の３分の２以上の賛成をもって決する。 

３ 選考委員会が必要と認めたときは，選考委員会に委員以外の者を出席させることができる。 

 （暫定候補者の選定） 

第９条 選考委員会は，国立大学法人佐賀大学教員選考基準（平成１６年４月１日制定）に基づき，履歴，研究

業績，社会貢献，国際貢献，教育研究に対する今後の展望等を多面的に評価するとともに，面接，模擬授業，

講義録等により，教育の能力を具体的に評価し，調査選考の上，暫定候補者１人を定め，運営委員会に報告す

る。 

 （教員候補者の決定） 
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第１０条 運営委員会は，前条の報告を受けたときは，暫定候補者について単記無記名投票を行い，出席した

委員の３分の２以上の賛成を得た者を教員候補者とする。 

 （再選考） 

第１１条 前条の方法により教員候補者を得られない場合，運営委員会は，改めて教員候補者を選考しなければ

ならない。 

（学長への報告） 

第１２条 センター長は，運営委員会において決定した教員候補者について，選考経過を付して学長に報告す

るものとする。 

 （結果等の公表） 

第１３条 センター長は，選考経過及びその結果を応募者のプライバシーに配慮した上で，公表するものとする。 

（雑則） 

第１４条 この規程に定めるもののほか，教員の選考に関し，疑義等が生じたときは，運営委員会が処理する。 

  
附 則 

１ この規程は，平成１７年３月１８日から施行する。 

２ この規程施行の際，佐賀大学高等教育開発センター教員候補者選考内規（平成１６年５月２１日制定）に基

づき選考された者は，この規程に基づき選考されたものとみなす。 

３ 佐賀大学高等教育開発センター教員候補者選考内規は，廃止する。 

 

附 則（平成１７年７月２５日改正） 

この規程は，平成１７年７月２５日から施行する。 
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佐賀大学高等教育開発センター教員会議に関する内規 

（平成１８年７月２５日制定） 

 （設置） 

第１条 佐賀大学高等教育開発センター（以下「センター」という。）にセンター長の円滑なセンター運営を補助

する組織として，高等教育開発センター教員会議（以下「会議」という。）を置く。 

 （組織） 

第２条 会議は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

 (1) センター長 

 (2) 副センター長 

 (3) センターの専任教員 

(4) センターの併任教員 

(5) センターの協力教員 

(6) センターの客員研究員 

 （議長） 

第３条 会議に，議長を置き，センター長をもって充てる。 

２ センター長に事故があるときは，副センター長が，その職務を代行する。 

 （議事） 

第４条 会議は，委員の過半数の出席がなければ，議事を開き，議決をすることができない。 

２ 議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

 （委員以外の者の出席） 

第５条 センター長が必要と認めたときは，会議に委員以外の者の出席を求め，意見を聴くことができる。 

 （雑則） 

第６条 この内規に定めるもののほか，会議に関し，必要な事項は，会議が別に定める。 

 

   附 則 

 この内規は，平成１８年７月２５日から施行する。  
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佐賀大学高等教育開発センター協力教員に関する内規 

（平成１８年７月２５日制定） 

 （趣旨） 

第１条 この内規は，佐賀大学高等教育開発センター（以下「センター」という。）における協力教員に関し，

必要な事項を定めるものとする。 

 （協力教員） 

第２条 協力教員とは，センターの業務を推進するために，佐賀大学の専任教員のうちから，部門長の推薦に基

づき，センター長が委嘱する教員をいう。 

（任期） 

第３条 協力教員の任期は，１年以内とし，再任を妨げない。 

 （業務の内容） 

第４条 協力教員は，推薦した部門長の属する部門の活動に参加するものとする。 

２ 協力教員は，センターの会議等に出席することができる。ただし，運営委員会については，委員以外の者の

出席として意見を求められた場合を除き，出席することができない。 

 （雑則） 

第５条 この内規の実施に関し，必要な事項は，センター長が定める。 

 

   附 則 

 この内規は，平成１８年７月２５日から施行する。  
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佐賀大学高等教育開発センター客員研究員受入内規 

       （平成１８年４月１１日制定） 

 （趣旨） 

１ この内規は，学術研究者（受入れについて別に定めのある学術研究者を除く。以下「客員研究員」という。）

を佐賀大学高等教育開発センター（以下「センター」という。）に受け入れる場合の取扱いについて定める。 

 （目的） 

２ この制度は，客員研究員をセンターに受け入れることで，センターの教育研究等の進展に寄与することを目

的とする。 

 （受入基準） 

３ 客員研究員として受け入れることのできる者は，センターの教員と協力してセンターの活動に特に大きな寄

与が期待できると認められる者とする。 

 （名称の付与） 

４ 客員研究員には，佐賀大学高等教育開発センター特任教授，同特任助教授又は特任研究員の名称を付与する

ことができる。 

 （受入期間） 

５ 客員研究員の受入期間は，１年以内とする。ただし，高等教育開発センター長（以下「センター長」という。）

が特に必要があると認めるときは，受入期間を延長することができる。この場合における期間延長の手続きは，

第６項から第７項までの規定を準用する。 

 （受入れの申出） 

６ 客員研究員を受け入れようとする部門の部門長は，客員研究員受入調書にセンターの業務と関連する活動の

状況を示す資料等を添えて，センター長に申し出なければならない。 

(受入れの承認) 

７ 受入れの承認及び付与する名称の決定は，運営委員会の議に基づき，センター長が行う。 

 （受入れの承認の取消し） 

８ 客員研究員が佐賀大学（以下「本学」という。）の規則等に違反したとき又は本学の運営に重大な支障をも

たらしたときは，センター長は，客員研究員の受入れの承認を取り消すことができる。 

 （設備，施設等の使用） 

９ 客員研究員は，センター長が認める範囲において，施設，設備等を使用することができる。 

 （給与等の支給） 

１０ 客員研究員には，給与その他の費用を支給しない。 

 （学内規則等の準用） 

１１ 客員研究員には，センターの教員に適用される規則等を準用する。 

 （雑則） 

１２ この内規の実施に関し，必要な事項は，運営委員会の議を経て，センター長が別に定める。 

 

   附 則 

 この内規は，平成１８年４月１１日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 
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高等教育開発センター客員研究員（特任教授，特任助教授，特任研究員）受入調書 

 

生年月日 

   年  月  日（ 歳） 

（フリガナ） 

氏    名 

（           ） 

  

   男 ・ 女 

 

所属機関等・職名 

 

 

 

 

最終学歴等 

 

 

 

主な職歴 

 

 

 

教育研究等の題目 

 

 

 

教育研究等の期間 

 

 

 

受入れ責任者 

職・氏名 

 

 

 

教育研究等の目的 

 

及び 

 

計画の概要 

 

 

 

備  考 

 

連絡先（現住所等）：                     
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佐賀大学高等教育開発センター大学教育年報編集委員会要項 

（平成１９年５月１０日制定） 

（設置） 

第１条 佐賀大学高等教育開発センター（以下「センター」という。）に，センターが発行する大学教育年報の編

集のため，佐賀大学高等教育開発センター大学教育年報編集委員会（以下「編集委員会」という）を置く。 

（審議事項） 

第２条 編集委員会は，大学教育年報の発行に関し，次に掲げる事項について審議する。 

(1) 編集の方針 

(2) 執筆依頼 

(3) 投稿原稿の採否の判定 

(4) その他大学教育年報の発行に係る事項 

（組織） 

第３条 編集委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。 

 (1) センター長 

 (2) 副センター長 

 (3) センターの教員のうちからセンター長が指名した者 ４人以内 

（任期） 

第４条 前条第３号の委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。 

２ 前条第３号の委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （委員長） 

第５条 編集委員会に委員長を置き，第３条第１号に掲げる者をもって充てる。 

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

 （副委員長） 

第６条 編集委員会に副委員長を置き，第３条第２号に掲げる者をもって充てる。 

２ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代行す 

 る。 

（発行） 

第７条  大学教育年報の発行は，原則として年１回とする。 

（補則） 

第８条 この規程に定めるもののほか，必要な事項は，委員会が別に定める。 

 

附 則 

１ この規程は，平成１９年５月１０日から施行する。 

２ この規程施行後最初に選出される第３条第３号の委員の任期は，第４条第１項の規定にかかわらず，平成２

０年３月３１日までとする。 
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研究活動実績票 

別紙様式①－甲 

【学部・学科等の研究活動の実施状況】 

大学名 佐賀大学 学部・研究科等 高等教育開発センター 

 

 
＜学部・研究科等の概要＞ 
 
本票は、学内共同教育研究施設である高等教育開発センターが作成するものである。この組織は、その成果を教育活動に適用す

ることを目的として、本学の教育に関する調査・研究に取り組んでいる。センターの専任教員は、高等教育を研究対象にしている
専任教員（准教授）1名の他、ドイツ語研究、岩石学の分野に属する専任教員2名、併任教員5名から構成されている。 
 専任教員3名のうち、センター設立時（平成16年4月1日）に採用した1名については専用の研究室を整備し、調査研究に必要
なビデオカメラ類、データの解析に必要な統計パッケージ類を備えている。 
 
 
 
 
 
 

 
 

教授 准教授 講師 助手 

 
 

1 2 0 0

 

      

博士研究員  
 

受託研究員 共同研究員 
JSPS その他 

博士（博士
後期）課程

 0 0 0 0 0
 

 

 

 

 

 

 

 
＜学部・研究科等の研究活動の実施状況＞ 
 
1. センターの専任教員による研究活動の実施状況を示すと以下のようになる。 

原著論文8件 

資料・解説・論説・研究報告・総合雑誌の論文7件 

一般講演（学会講演を含む）7件 

他大学・研究機関との共同研究4件 

 

2. 科学研究費補助金の申請については2件行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

併任教員 協力教員 客員研究員

5 3 1
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研究活動実績票 

別紙様式①－乙 

【研究成果一覧】 

大学名 佐賀大学 学部・研究科等 高等教育開発センター 

 

No 氏名 職位 専門分野 

成
果
番
号

研究成果 

1
吉中幸平．「日常カリキュラム」と「地域カリキュラム」の連携ー「ドイツ
語とドイツ文化研修旅行」を事例として．ドイツ語教育．第9巻、2004年、
126-131頁． 

2
吉中幸平、ギド・エーベル．Porzellan-Spuren: Meissen und Arita．
Deutsche Spuren in Japan: Ein interkulturelles Kompendium．2006年、
201-204頁． 

1 吉中幸平 教授 ドイツ語研究 

3  

1
川野良信．学生対象アンケートの実施とその結果に見る佐賀大学の課題．

大学教育年報．第3号、2007年、5-12頁． 

2
川野良信．学生から得たコメントに基づく授業改善の試み．大学教育年報．

第3号、2007年、19-26頁． 2 川野良信 准教授 岩石学 

3
川野良信．授業点検・評価にみる佐賀大学のFD活動．大学教育年報．第4
号、2008年、27-36頁． 

1
村山詩帆．シンポジウム趣旨説明と会員アンケート結果紹介―旧くて新しい
課題としての大学教育の成果―．日本高等教育学会第8回大会．九州大学、
平成17年5月． 

2
村山詩帆．教育達成過程におけるパーソナリティ特性の形成．青少年育成

研究．第5号、2005年、39-48頁． 3 村山詩帆 准教授 教育社会学 

3
村山詩帆．全国学力調査と自治体が行う学力調査―魅力的なプロジェクト
としての「学力調査の時代」―．指導と評価．第 53 巻、第 627 号、2007
年、20-23頁． 
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研究活動実績票 

別紙様式② 

【研究成果の質】 

大学名 佐賀大学 学部・研究科等 高等教育開発センター 

 

 
1. 村山詩帆（No.3）の成果1は、科学研究補助金（基盤A）「企業・卒業生による大学教育の成果の点検・評価に関する日欧

比較研究」（代表：吉本圭一・九州大学）の研究分担者として取り組んだ研究活動の一部を報告したものであり、独立行政

法人 大学評価・学位授与機構 大学の諸活動に関する測定指標調査研究会『大学の諸活動に関する測定指標の調査研究（報

告書）』において引用された。 
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研究活動実績票 

別紙様式③ 

【研究成果の社会・経済・文化的な貢献】 

大学名 佐賀大学 学部・研究科等 高等教育開発センター 

 

  
1. 村山詩帆（No.3）の成果3は、文部科学省が実施した全国学力調査と自治体が実施する学力調査の概況とその意味について

論じたものであり、これを受けて佐賀市教育委員会から目指す子ども像達成状況調査委員会の委員に委嘱された。 
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アンケート 

 

高等教育開発センターの自己点検・評価活動の一環として、平成 19 年に引き続き「佐賀大学高等教育開発セ

ンター・自己点検評価アンケート」を実施した。アンケートの対象、実施時期、実施方法、回収状況は、以下に

示す通りである。回収状況は、顕著に改善される傾向を示している。 

 

 平成20年調査 平成19年調査 平成18年調査 

調査対象 
大学教育委員会委員（前） 

センター運営委員会（前） 

大学教育委員会委員（前・現） 

センター運営委員会（前・現） 

大学教育委員会委員（前・現） 

センター運営委員会（前・現） 

実施時期 平成20年7月 平成19年5月 平成18年6月 

実施方法 質問紙法 Web調査（質問紙を併用） 質問紙法 

回収状況 回収数＝29、回収率＝69％ 回収数＝22、回収率＝47％ 回収数＝17、回収率＝27％ 

注）学外への異動者については調査対象から除外。 

 

アンケートの質問項目に対する回答の分布は、以下の通りである。図中の「DK／NA」は「Don’t Know」、「No 
Answer」を意味する。 
 

 

1. センターの活動をご存知ですか。 
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知らない NA
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2. センターの教員構成は、適切だと思いますか。 
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そう思う ややそう思う
どちらでもない あまり思わない
そう思わない DK/NA

 

 

センターの教員構成に問題があるとすれば、どのような点ですか。 

 

学内での立場がビミョウな感じ。併任が多く片手間での仕事の印象。 

選任
マ マ

の教員が少ない。 

併任が多く、構成員が理工学部に（現在は）やや片寄っている 

学部等にバラつきがある。 

1. センターの仕事質に見合う専任スタッフ（教員）が足りない。 

2. 任期2 年の併任では、腰掛的な仕事になり、ノウハウの継承が難しい。 

専任教員が 1 人しかいない。 

教員構成というよりも、実際に目的達成の為に働ける職員or 技官？の数が絶対的に足りないのでは？ 

教養教育・高等教育センターの人間の使い回しであり、役に立たない教養教育キコウの延命策にすぎない 

"何をやっているのかよく知らない"ということは、あまり必要のない部署ではないのか。 

学部に偏りがある。専任教員が少ない。 

専任教員の少なさ。 

併任教員、協力教員の学部に偏りがあること。 

専任教員に負担がかかりすぎているのではないか。 

全学部から教員が参加した方が良い。（20 年度からはそのようになったので、良いと思う） 

理工学部教員が多い（H20 年度）ように思います。 

学部と併任している教員の方の負担が非常に大きいと思います。 

活動に十分な人がいるか？ 

センター業務は、本来専任教員主体で遂行すべきものと考えるが、現状は多くの併任教員に頼っている点。 



 67

3. センターの活動についての評価をお聞かせ下さい。 
 

高く評価できる点                    評価できない点 
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H18調査

H19調査

H20調査

あり なし、NA
 

 

高く評価できる点 評価できない点 

ネット授業など先進的な教育の推進に取り組んでいる。 活動の実態がみえない 

医学部との関連はすくない 

データ処理等が早くて正確で信頼できる。 全体としてセンターがどのような活動をしているのか、よく見えな

い面がある。 

1. 国立大学法人評価・認証評価などに関する膨大な実務処理。 

2. 学生による授業評価、FD など教育改善に係る活動。 

今のところ、教育現場（教育の質の向上）への取り組みが不十分 

FD・SD などの企画 

日常的なデータ管理・作成 

1. 大学教育に係るシンクタンク機能（自主的な教育改善方法の提

言など）が不足。 

2. センター運営委員会が儀式化。 

学生アンケート etc の収集・報告。 

（あえてひとつあげれば・・・） 

センター設置の趣旨が元々不明確で、中途半端であるので評価で

きない。大学の責任か？ 

FD・SD フォーラムの開催 ゾンビのようなもので、死水をとるべき。 

データ収集だけに専念し、教育改善の具体的効果的策、何もなし。

外部評価の業務を支え、本学の運営に多大な貢献をしていること

は評価される。 

"何をやっているのかよく知らない"ということは、あまり必要のな

い部署ではないのか。 

活動報告が配布されているか。アトラクティブな講演会を開くなど

活動の広報に力を入れるべき。 

大学教育そのものについても、もっと踏み込んだ活動があれば良

いと思う。 

SD・FD フォーラムは認知されているが、他の活動については周知

が不十分。（後半は Q6 への A） 

教員へのセンター活動が見えていないように思う。 

評価についての取りくみは参考になる。 認証評価については、評価室との活動を密にして、効率的なデー

ター収集を行う。 

大学全体の評価に対して大きく貢献している点は評価できる。  

各種アンケートのまとめと報告書の作成、FD・SD フォーラム  

e-learning の LMS は教育改善に役立つと思います。  

FD  

FD 活動、教育活動実績評価等に率先して取り組んでいること。  
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4. 今後、センターにどのような活動を期待しますか。 
 

教員のサポート（教育開発、リメディアル教育等） 

学生のデータポートフォリオセンターとしての役割に期待 

1. 大学教育の充実策提言（シンクタンク機能の強化）  2. 認証評価への対応と教育改善 

3. 各学部・各研究科における FD 活動のサポート  4. センター活動を全教職員へ伝える活動 

高等教育「開発」センターとして開発の名に値する知恵袋（シンクタンク） 

目標達成の為の実行力、機動力の中枢となること。 

解体を期待する 

教育に関する提言を佐賀大学に行うシンクタンクの役割を高めて欲しい。 

センターの設置目的を周知させ、それに沿った活動をしてほしい。 

・使える教材開発 

・FD 活動のリーダーシップをとること。 

教員の授業改善を具体的に促す手立てについて提言をしてほしい。 

大学での教育そのものの改善策の提言など。 

例えば LMS のように「教員の負担が軽減され、実効性のある教育システム」を教員に周知し、その実施の補助を行う。 

・大学院教育も含めた大学教育全般の調査研究と成果の活用。 

・教育委員会や各部局との連携強化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


